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本手引きについて

本手引きはＩＴツール登録要領を補足するものとして発行しています。

ＩＴツールの登録申請を行う際は必ずＩＴツール登録要領を熟読してください。

ITツール登録の手引き

ITツールの登録申請を行うにあたって下記3点に留意してください。

1. 誤解を与える広報・宣伝は行わないこと
ＩＴツールの登録が完了していない段階で、自社のホームページ等においてＩＴ導入補助金の登録
ＩＴツールであると宣伝を行うことを禁じます。また、登録後においても、以下の「NG例」にあげる
ような誤解を与える表現を用いることは認められません。

2.補助対象となるITツールを登録すること

補助対象外となる経費が含まれたＩＴツールを登録し、補助金の交付を受けた場合は、補助金の

返還対象となります。（本手引き内の「ITツール対象・対象外早見表」をご参照ください。）

3.申請は分かりやすい内容とし、正しい情報で行うこと

ＩＴツールを登録する際に提出する情報は、第三者が見ても分かる内容・資料を提出してくださ
い。営業資料等で用いられるような抽象的な表現が多い資料の場合は、適切な判断に至らず、審
査の長期化を招きます。

OK例：  “IT導入補助金 登録ITツール”

NG例： “経済産業省 推奨ITツール”

https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_touroku_it_tool.pdf
https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_touroku_it_tool.pdf
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アイコン 意味

注意事項を記載しています。

説明文を記載しています。

必要な書類について記載しています。

参考になる情報を記載しています。

記入例や入力例等、各種一例を記載しています。

システム画面において、クリックする部分を示しています。

本手引きでは、以下アイコンを用いて説明しています。

ITツール登録の手引き

ITツール登録の大分類にあわせて、ページ上部にアイコンを表示しています。

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ
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１. ＩＴツールの登録要件について

1. ＩＴツール登録における注意点

2. １つ目のＩＴツールの登録申請（先行登録申請）

3. ２つ目以降のITツールの登録申請

4. 登録申請から登録までの流れ

5. ITツールのカテゴリーについて

6. 大分類Ⅰ ソフトウェア

7. 大分類Ⅱ オプション

8. 大分類Ⅲ 役務

9. 大分類Ⅳ ハードウェア

10.大分類Ⅴ サイバーセキュリティお助け隊サービス

11. ITツール対象・対象外早見表（共通）

ITツール登録の手引き



7 目次に戻る

１. ＩＴツールの登録要件について

ITツール登録の手引き

１－１ ＩＴツール登録における注意点

ＩＴツールの登録において、特に重要な注意点をあげています。ＩＴツール登録の際には十分気をつ
けてください。

コンソーシアム幹事社は、構成員が登録するＩＴツールの内容を把握・管理してください

ＩＴツールの登録内容に疑問点があった場合、事務局から情報提供を依頼する場合があります。

その際には幹事社の方へご連絡をする場合もありますので、構成員が登録申請を行うＩＴツールの申請

内容については幹事社の方も把握・情報管理をお願いします。

複数のITツール又はカテゴリーが異なるITツールを混在して登録することはできません

ＩＴツール登録の際は、ソフトウェアやオプション等を個別に登録し、交付申請の際に申請者に合わせてＩＴ

ツールを選択し、組み合わせる方式になっています。

オプション製品や役務等をソフトウェアの登録に混在させず、用意されている適切なカテゴリーに分けて

登録をしてください。

※何かしらの理由で一式で登録したい場合は事前に事務局へ相談してください。

事前の相談なく、１つのITツールにそれ以外のものが混在した状態でＩＴツール登録が行われた場合、実績

報告時に導入したＩＴツールの一致確認ができず、補助金の支払いができない場合があります。

※ カテゴリー１０（サイバーセキュリティお助け隊サービス）を除きます。
詳細は１－１０ 大分類Ⅴ サイバーセキュリティお助け隊サービスを参照してください。

分かりやすい機能説明資料を添付してください

ＩＴツールが保有するプロセス、機能、仕様、価格等が具体的に記載されている資料を添付してくださ
い。
記載内容が曖昧で、資料からＩＴツールの内容が十分に確認できない場合は、追加で確認を行う場
合があります。

提出いただいた必要書類にマイナンバー、保険者番号等の個人情報が記載されている場合、事務
局にて該当の添付書類を削除します。必要書類の添付に際しては、原則マイナンバー、保険者番号
等の個人情報が記載されていない書類を提出してください。マイナンバー、保険者番号等の個人
情報が記載されている場合は、個人情報の記載個所を黒塗りにするなど判別できないようにして
ください。

申請前に「ITツール登録申請にあたっての重点確認事項」を必ず確認してください

ITツール登録申請を行う前に、本資料と併せて「ITツール登録申請にあたっての重点確認事項」の内容

を確認して下さい。要件を満たしていない機能説明資料等が提出された場合、追加で確認を行う場合

があります。※ITツール登録審査の長期化を招きます。

https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_kakuninjikou_it.pdf
https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_kakuninjikou_it.pdf
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ＩＴツール登録の手引き

１－2 １つ目のＩＴツールの登録申請（先行登録申請）

➢ 1つ目のＩＴツール登録申請（以下、「先行登録申請」という。）は、ＩＴ導入支援事業者の登録申請
時に行っていただきます。先行登録申請は、大分類Ⅰカテゴリー１（ソフトウェア）又は大分類Ⅴカ
テゴリー１０（サイバーセキュリティお助け隊サービス）のいずれかのＩＴツールが対象となります。

➢ IT導入支援事業者登録申請時には「事業者情報」、「ＩＴツール情報」の2種類の入力をしてください。

1－３ ２つ目以降のITツールの登録申請

ＩＴ導入支援事業者として登録が完了した後に、２つ目以降のＩＴツールの登録申請が可能です。
交付申請を行う予定があるＩＴツールを申請してください。

構成員によるITツールの追加を希望
する際は【構成員が入力】を選択※

※画面イメージ

※画面イメージ ※画面イメージ

※【構成員が入力】を選択後の流れ

①幹事社がIT事業者ポータルのITツール検索画面において、【ITツール追加】を押下する(幹事社)

②ITツール登録画面から「ITツールの入力担当者」において、【構成員が入力】を押下する(幹事社)

③構成員ポータルから登録したいITツール情報を入力し、幹事社へ承認を依頼する(構成員)

④IT事業者ポータルにおいて構成員情報の登録内容を承認する(幹事社)

⑤幹事社の承認により登録申請完了となります

先行登録申請を行ったＩＴツールに

不備があり、差戻しとなった場合、

ＩＴツール情報を訂正後、左記の

「申請情報確認」画面から登録申請

ボタンをクリックするまでは再申請

が完了しません。

※コンソーシアムとして登録を行う場合は、上記２種類の情報に加えて、コンソーシアム構成員1者
の情報入力も必要です。

※ＩＴツールは自社で取り扱う代表的なＩＴツールを申請してください。

※カテゴリー１(ソフトウェア)を先行登録申請する場合、汎用プロセス（汎P-07）のみを保有するソフ
トウェアは、対象外となります。

※ＩＴ導入支援事業者の申請に関しては、ＩＴ導入支援事業者登録要領を確認してください。

※ＩＴツールのカテゴリー１（ソフトウェア）とカテゴリー１０（サイバーセキュリティお助け隊サービス）
の登録要件に関しては、ＩＴツール登録要領を確認してください。

https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_touroku_it_jigyosha.pdf
https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_touroku_it_tool.pdf


事務局及び外部審査委員会の審査を経て登録されます。

ＩＴツールの審査結果が出るまでの目安は受付日から最短で2営業日程度、最長で10営業

日程度です。審査が終わり次第、順次ＩＴ事業者ポータル上でお知らせします。

ＩＴツールの登録申請から登録までの流れは以下のようになります。

【不備あり】の場合
差戻し

訂正後再申請

ＩＴツールの登録申請

【不備なし】の場合

ＩＴツールの新規登録申請を行います。

ITツール登録が完了すると、交付申請が可能です。

また、登録されたITツールの一部の情報は、ＩＴ補助金ホー

ムページ上で公開されます。

登録後に内容を変更する場合は【登録済みITツール情報

の変更】を行ってください。

ＩT事業者ポータルより登録申請を行います。

申請、編集、取下げ等も全てここから行います。

審査結果連絡

ＩＴ事業者ポータルへログイン

審 査

ＩＴ事業者ポータル上で審査結果をご連絡します。

【不備あり】の場合、不備内容等を確認・訂正したう
えで、再申請をしてください。
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ＩＴ事業者ポータルURL https://console.it-shien.smrj.go.jp/IT-01/

ＩＴツール登録の手引き

１－4 登録申請から登録までの流れ

※パスワードを忘れた場合は、【パスワードをお忘れの方はこちらから】にお進みいただきパス
ワードの再設定を行ってください。

事務局及び外部審査委員会による

審査が行われます。

登録

交付申請へ
ホームページへ

の公開

https://console.it-shien.smrj.go.jp/IT-01/
https://console.it-shien.smrj.go.jp/IT-01/
https://console.it-shien.smrj.go.jp/IT-01/
https://console.it-shien.smrj.go.jp/IT-01/


➢ ITツールは、以下の大分類及びカテゴリーに分類されます。
➢ ＩＴ導入支援事業者は、カテゴリーごとに定められた要件を確認し、適切なカテゴリーへＩＴツール

の登録申請を行ってください。ITツール登録が完了したＩＴツールのみ、交付申請を行うことが
できます。

➢ また、交付申請では枠・類型ごとに申請できるＩＴツールが異なりますのでご注意ください。

大分類Ⅰ ソフトウェア
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カテゴリー１(ソフトウェア)

１つの製品に対し、１つのＩＴツールの登録を行います。
複数のソフトウェア、オプション、役務及びハードウェアを
まとめて登録することはできません。

大分類Ⅱ オプション

カテゴリー2(機能拡張)

ソフトウェアの機能を拡張する目的のものや、セキュリティを確立
するための補足的機能のアプリケーションは、「オプション」として
登録してください。

カテゴリー3(データ連携ツール) カテゴリー4(セキュリティ)

通常枠

インボイス対応類型

電子取引類型

大分類Ⅲ 役務

大分類Ⅳ ハードウェア

大分類Ⅴ サイバーセキュリティお助け隊サービス

ソフトウェアの導入に伴って必要となる導入設定費用や、
導入後のサポート費等は、「役務」として登録してください。

カテゴリー5(導入コンサルティング・活用コンサルティング)

カテゴリー6(導入設定・マニュアル作成・導入研修) カテゴリー7(保守サポート)

通常枠

インボイス対応類型

通常枠

インボイス対応類型

大分類Ⅰソフトウェア（「会計」「受発注」「決済」のうちいずれか1
つ以上の機能が保有されるもの）とあわせて購入するハードウェ
ア（POSレジ等）を登録できます。
※カテゴリー８は登録不要です。

カテゴリー8(PC・タブレット・プリンター・スキャナー・複合機)

カテゴリー9(POSレジ・モバイルPOSレジ・券売機)

インボイス対応類型

カテゴリー１０(サイバーセキュリティお助け隊サービス)

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が公表する「サイバーセ
キュリティお助け隊サービスリスト」に掲載されているサービス
のみ登録できます。

セキュリティ対策推進枠

１－5 ITツールのカテゴリーについて

ＩＴツール登録の手引き
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１－6 大分類Ⅰ ソフトウェア

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

【補足】プロセスには「業務プロセス」と「汎用プロセス」の2種類があります

➢業務プロセスとは
ソフトウェアを導入することによって、特定の業務工程の生産性向上又は効率化に資する機能を指
します。

➢汎用プロセスとは
業種・業務に限定されず、業務プロセスとともに導入することで、更に生産性向上又は効率化に資
する機能を指します。

1. カテゴリー１(ソフトウェア）はＩＴツール登録要領にて定義されたプロセス（業務プロセス又は汎用プロ

セス）のうち、いずれか１つ以上に該当する機能を有するソフトウェアが登録の対象です。

※プロセスについては、本ページ下部の【補足】を参照ください。

※ITツール登録要領（P.31）に詳細なプロセス一覧が掲載されています。必ず内容を確認したうえで

適切なプロセスを選択してください。

2. 業務プロセスと汎用プロセスは同時に選択することはできません。

3. 先行登録申請の対象となるソフトウェアは、業務プロセスの機能を有するソフトウェアです。

※汎用プロセスのみの機能を有するソフトウェアは、先行登録申請の対象外です。２つ目以降のITツー

ルとして登録申請を行ってください。

種別 Pコード プロセス名

業

務

プ

ロ

セ

ス

共通プロセス

共P-01 顧客対応・販売支援

共P-02 決済・債権債務・資金回収

共P-03 供給・在庫・物流

共P-04 会計・財務・経営

共P-05 総務・人事・給与・労務・教育訓練・法務・情シス・統合業務

業種特化型

プロセス
各業種P-06 業種固有プロセス

汎用プロセス 汎P-0７

汎用・自動化・分析ツール
業種・業務が限定されないが生産性向上への寄与が

認められる専用のソフトウェア

通常枠にかかる登録要件

登録時のプロセスの選択

1. 補助額が５万円～１５０万円未満の場合

業務プロセスを１種類以上含む大分類Ⅰソフトウェアが、１つ以上含まれていることが必要です。

2. 補助額が150万円以上の場合

大分類Ⅰソフトウェアが保有するプロセスの合計が、４種類以上であることが必要です。

https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_touroku_it_tool.pdf
https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_touroku_it_tool.pdf#page=32
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大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

1. インボイス枠（インボイス対応類型及び電子取引類型）においては、インボイス制度に対応して

いるソフトウェアのみが補助対象となります。

※ 「会計」「受発注」「決済」のうち、複数の機能を持つソフトウェアの場合、全ての機能においてイ

ンボイス制度に対応している必要はありません。少なくとも１つの機能においてインボイス制

度に対応している必要があります。

※ただし、以下に記載のとおり、各機能別に定められている要件を満たす必要があります。

＜インボイス制度に対応しているソフトウェアの例 ＞

(ア)インボイス制度に対応した「会計」機能を有するソフトウェア

インボイス制度における仕入税額控除の要件である、次の事項を記載した帳簿及び請

求書等の保存又は電磁的記録による保存が可能であるソフトウェアを指します。

①課税仕入れの相手方の氏名又は名称

②取引年月日

③取引内容（軽減税率の対象品目である場合は、その旨の記載が必要となる。）

④対価の額

(イ)インボイス制度に対応した「受発注」機能を有するソフトウェア

取引の相手方の求めに応じて、次の事項を記載した適格請求書を交付又は交付した

適格請求書の写しの保存が可能であることに加えて、当該適格請求書の電磁的記録

による保存が可能であるソフトウェアを指します。

①適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号

②取引年月日

③取引内容（軽減税率の対象品目である場合は、その旨の記載が必要となる。 ）

④税率ごとに区分して合計した対価の額（税抜又は税込）及び適用税率

⑤消費税額等

⑥書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称

(ウ)インボイス制度に対応した「決済」機能を有するソフトウェア

不特定かつ多数の者に対して、次の事項を記載した適格簡易請求書（レシート）の交付

が可能であるソフトウェア（ＰＯＳレジシステム等）を指します。

①適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号

②取引年月日

③取引内容（軽減税率の対象品目である場合は、その旨の記載が必要となる。 ）

④税率ごとに区分して合計した対価の額（税抜又は税込）及び適用税率

⑤消費税額等

インボイス枠（インボイス対応類型）にかかる登録要件
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2. 「会計」「受発注」「決済」の３つの機能のいずれか１つ以上の機能を有する大分類Ⅰソフトウェ

アが１つ以上含まれていることが必要です。各機能については、以下のとおりです。

※以下の機能を有する場合は、ITツールの登録申請時にその旨を申告してください。

会計機能・・・・・共P-04に含まれる仕訳、各種出納帳、総勘定元帳、試算表や財務三表

（B/S、P/L、C/F）の作成機能を指します。

受発注機能・・・共P-02に含まれる売り手側機能では売上請求管理、売掛・回収管理や電子記

録債権、手形管理等の機能を指します。

買い手側機能では仕入管理（仕入明細）、買掛・支払管理等の機能を指します。

決済機能・・・・・共P-02に含まれるPOSレジシステム等の決済機能や、商品売買に伴う金銭

の授受による債権債務管理業務の負担を解消させる機能を指します。

3. 交付申請において、大分類Ⅰソフトウェアが有する「会計」「受発注」「決済」の機能の数を合算しま
す。ただし、同一の機能の場合は合算しません。

（例）会計機能を有するソフトウェアを２つ交付申請した場合、機能数は１機能となります。

4. プロセス数についての要件はありません。

通常枠に設けられているプロセス数についての要件は、インボイス対応類型にはありません。

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

インボイス枠（インボイス対応類型）にかかる登録要件（続き）
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大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

ITツールの費用を負担する
申請者／補助事業者

取引先
中小企業•小規模事業者
（個人事業主を含む。）

請求書発行

発注機能

契約機能

納品書発行

取引先用ライセンスの発行・
管理機能

「会計」「受発注」「決済」の3つの機能のうち、「受発注」機能を有するソフトウェアであり、かつ、以下の要

件を全て満たす必要があります。

1. インボイス制度に対応した「受発注」機能を有すること。

2. 取引関係における発注者側としてソフトウェアを導入する者が、当該取引関係における受注者側に
対してアカウントを無償で発行し、利用させることのできる機能を有するクラウド型のソフトウェアで
あること。
また、発注者側のアカウントと受注者側のアカウントで機能が明確に分かれており、発注者側におい
て、発行した受注者側のアカウント及び利用者の状況が管理できる機能を有すること。

3. 発注者側が受注者側との取引内容（契約・発注、請求等）を一元管理できる機能を有すること。
（例）
契約管理、案件管理、業務進捗管理、請求管理、発注管理、プロジェクト管理、タレントマネジメント機能、
委託先評価機能など

4. 発注者側が受注者側の適格請求書発行事業者登録番号（インボイス管理番号）を管理できる機能を有す
ること。

5. 受注者側のアカウントを上限なく発行できる契約ではないこと（発行できる受注者側のアカウントの上
限数が定められていること）。

補助対象となるITツールのイメージ

発注者側及び受注者側は同じソフトウェアを利用し、当該ソフトウェア上で請求書や契約書等の取引を
一元管理することができる。

インボイス枠（電子取引類型）において補助対象となるＩＴツール

【発注者側】 【受注者側】



要件に該当するITツールであることの説明

無償でアカウントを発行する形式のソフトウェアであることが分かる書類の提出

取引関係における発注者側の事業者としてソフトウェアを導入する者が、当該取引関係における

受注者側の事業者に対してアカウントを無償で発行し、利用させることのできる機能を有するク

ラウド型のソフトウェアである必要があります。

要件に該当することが確認できる機能説明資料や価格資料、カタログ等を添付してください。

ID 氏名 屋号／社名 職種 ステータス …

受注者側のアカウントを上限なく発行できる契約ではないことが分かる資料の提出
発注者側の事業者が、受注者側に対してアカウントを発行できる数が無制限である場合、正確な補
助対象経費の算出が困難であるため補助対象外です。発行することのできる受注者側のアカウント
の上限数が定められていることが必要です。

要件に該当することが確認できる価格表等を添付してください。

15 目次に戻る

取引先一覧

アカウント利用一覧イメージ

取引先（中小企業•小規模事業者等）のアカウント利用一覧の画面キャプチャの提出

発注者側の事業者が、アカウント利用者の一覧（利用する事業者名、インボイス管理番号等）を確

認できる画面を有するソフトウェアである必要があります。

要件に該当することが確認できる機能説明資料やソフトウェアの画面キャプチャ、カタログ等を添

付してください。

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

P.14の５つの要件に該当する機能がソフトウェアに実装されていることを説明してください。

インボイス枠（電子取引類型）にかかる入力情報・提出書類
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大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

下記早見表を参考に、登録対象となるITツールかどうかをご判断ください。

ＩＴツール対象•対象外早見表（大分類Ⅰ）

ITツール対象・対象外早見表

カテゴリー１(ソフトウェア（業務プロセス共Ｐ-０１～Ｐ-０６）)
＃ 対象となるもの

1 プロセスのうち、いずれか１つ以上に該当する機能を有するもの

2

１つのプロセスの中で幅広く業務をカバーしているもの
（例）
業務プロセス共Ｐ-０２の場合、受注処理から売上計上、請求書発行を経て、売掛管理と回収まで
同一の業務プロセスの中で一連の流れに対応するソフトウェア等

3
恒常的に生産性向上に寄与し、「業種」「業務範囲」「業務機能」など仕様を明確に定義して開発さ
れ、一般に販売が開始されているもの

4 販売する価格は経済的合理性があり、市場価格を逸脱していないもの

＃ 対象とならないもの

1

１つの業務プロセスの中で幅広く業務をカバーするものではなく、入力したデータを単純計算に
より、帳票やグラフ・表等に印刷する又は画面等に表示する等、単一の処理を行う機能しか有し
ないもの
（例）
業務プロセス共Ｐ-０２債権債務管理業務や共Ｐ-０４会計業務全般をカバーする機能を有するも
のではなく、請求書作成機能しか有さないソフトウェア等

2
業務の効率化及び生産性向上を図るものではなく、補助事業者が販売する商品やサービスに付
加価値を加えることが目的のもの

3
恒常的に使用されないもの（緊急時等の一時的利用が目的のものや、生産性向上への貢献度が
限定的なもの）

4 ハードウェア製品

5

特定のハードウェア機器を動作させることに特化した専用システム等の組み込み系ソフトウェア
※ただし、カテゴリー９に該当するハードウェアの駆動に関わるシステムのうち、インボイス制度
に対応した「会計」「受発注」「決済」のいずれかの機能を有するソフトウェアを除く
（例）
タッチペンに組み込まれたシステム、印刷機に搭載された制御システム等

6 業務プロセスに影響を与えるような大幅なカスタマイズが必要となるもの
7 ＩＴツールの登録申請時点において、製品が完成しておらず、一般的に販売されていないもの

8
製品が完成されておらず、スクラッチ開発を伴うソフトウェア
過去に特定顧客向けに開発したコード（開発実績）を他の顧客に再利用し、その顧客の要件に合
わせ追加スクラッチ開発を伴うもの

9
すでに購入済のソフトウェアに対する増台や、追加購入分のライセンス費用又は既存ソフトウェ
アに対するリビジョンアップのための費用が含まれているもの

10 特定の顧客向けに限定され、一般市場に販売されていないもの

11
ホームページ制作、サイト制作、ＷＥＢアプリ制作、スマートフォンアプリ制作、コンテンツ制作に
供するもの（ＶＲ・ＡＲ用、教育・教材用、デジタルサイネージ用）

12
ホームページ制作ツールやブログ作成システム等で制作した簡易アプリケーション（情報の入力、
保存、検索、表示等の簡易的な機能しか有しないもの。）や、ホームページと同様の仕組みのもの。
※ただし、分析機能や指示機能、演算処理、制御などのプログラムは、対象となる

13 広告宣伝に類するものや、広告宣伝費用が含まれるもの

14 単なるコンテンツ配信システム

15
単なる情報提供サービスや、会員登録を行い、ＷＥＢ上でサービスの提供を受ける仕組み等の業
務機能を有さない（ＩＴ導入支援事業者が提供するサービスをＩＴ化したもので、業務ソフトウェア
ではない） もの

※ その他「全カテゴリー共通ＮＧ」として明示するもの
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大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

ITツール対象・対象外早見表

カテゴリー１(ソフトウェア（汎用プロセス汎Ｐ-０７）)

＃ 対象となるもの

1
文書作成ワープロソフト、表計算ソフト、簡易データーベースソフト、プレゼンテーションツール、
メールソフト

２ 文書証憑管理ソフト、ＯＣＲ、ＰＤＦ、ペーパーレス化ツール

３ グループウェア、コラボレーションツール、社内ＳＮＳ、社内チャットツール

４
ＣＴＩ、ＰＢＸ、ＩＶＲ
※ソフトウェアのみが対象

５ ＷＥＢ会議システム、リモートデスクトップ、シンクライアント

６ 同時編集機能が付加されたオンラインストレージサービス

７ ＲＰＡ、チャットボットシステム

＃ 対象とならないもの

1 大分類Ⅰカテゴリー１(ソフトウェア（業務プロセス共P-０１～P-０６）)と同様

2 ＣＴＩ、ＰＢＸ、ＩＶＲのハードウェア部分

3
ＲＰＡのシナリオ作成費用
※カテゴリー６（導入設定・マニュアル作成・導入研修）として登録申請すること。

4
同時編集機能のない単なるオンラインストレージサービス
※カテゴリー２（機能拡張）として登録申請すること。

※ その他「全カテゴリー共通ＮＧ」として明示するもの

下記早見表を参考に、登録対象となるITツールかどうかをご判断ください。

ＩＴツール対象•対象外早見表（大分類Ⅰ）（続き）
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１－７ 大分類Ⅱ オプション

カテゴリーと交付申請で利用できる枠・類型について

サイバーセキュリティお助け隊サービスを登録できるカテゴリー４（セキュリティ）及びカテゴリー10（サイ
バーセキュリティお助け隊サービス） は、交付申請で利用できる枠・類型が異なりますのでご注意ください。

類型 大分類Ⅱ カテゴリー４
（セキュリティ）

大分類Ⅴ カテゴリー10
（サイバーセキュリティお助け隊サービス）

通常枠 〇 ×

インボイス対応類型 〇 ×

セキュリティ対策推進枠 × 〇

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

カテゴリー２（機能拡張）の登録要件

大分類Ⅰソフトウェアの機能を拡張するものが対象です。
（例）フォーマット変換、バックアップ、ファイル管理などのユーティリティー、カスタマイズ用アドオン・
プラグインソフト、ＷＥＢサーバ、ＤＢサーバ、システム運用などのミドルウェアパッケージ等

サイバーセキュリティお助け隊サービスを登録する際の要件

カテゴリー4（セキュリティ）において、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が公表する「サイバー

セキュリティお助け隊サービスリスト」に掲載された「サイバーセキュリティお助け隊サービス」をIT

ツールとして登録することが可能です。

※サイバーセキュリティお助け隊サービスのネットワーク監視型及び併用型の場合、補助対象となる

UTM等のネットワーク監視装置の導入数量は1台のみです。

1. 「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」に掲載されていないサービスは対象外です。

2. ＩＴツールを登録・販売するＩＴ導入支援事業者は、「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」に

掲載の提供事業者又は再販協力会社でなければなりません。

3. 「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」から除外されたものは、ＩＴ導入補助金のＩＴツールとし

て登録要件を満たさないため、登録が認められません。（又は発覚した時点で登録取消となります。）

※大分類Ⅴサイバーセキュリティお助け隊サービス（P.31）と同じ内容です。

カテゴリー３（データ連携ツール）の登録要件

大分類Ⅰソフトウェアのデータソースからデータを受け取り、ソフトウェアやシステム間でデータを相
互に共有・活用ができるよう連携・同期を行うものが対象です。
（例）ＥＡＩやＥＴＬ製品
※ ＥＡＩ・・・Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ の略
※ ＥＴＬ・・・Ｅｘｔｒａｃｔ Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ Ｌｏａｄ の略

導入する大分類Ⅰソフトウェアを安全に使用するために講ずるセキュリティ対策（データの暗号化、
悪意あるウイルスからの防御、アクセス制限、改ざん排除等を行う情報セキュリティ対策ソフトや
サービス等）に資するものが対象です。

カテゴリー４（セキュリティ）の登録要件
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大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

下記早見表を参考に、登録対象となるITツールかどうかをご判断ください。

ＩＴツール対象•対象外早見表（大分類Ⅱ）

ITツール対象・対象外早見表

カテゴリー2(機能拡張)

＃ 対象となるもの

1 ソフトウェアの機能拡張モジュール

2 カスタマイズ用アドオン・プラグインソフト

3 ミドルウェアパッケージ（ＷＥＢサーバ、ＡＰサーバ、ＤＢサーバ）

4 音声入力ソフト（ハードウェアは含まない。）

＃ 対象とならないもの

1 大分類Ⅰカテゴリー１(ソフトウェア（業務プロセス共P-０１～P-０６）)と同様

２ ソフトウェアの機能不足部分のスクラッチ開発

３ ＤＨＣＰサーバ、ＤＮＳサーバ、メールサーバ、認証サーバ、バッチサーバ監視

４ サーバ、ジョブサーバ

５ ソフトウェアの導入に関連しない仮想化サーバ、バックアップサーバ、ストレージ

６ 過去に購入した製品に対する機能拡張製品

※ その他「全カテゴリー共通ＮＧ」として明示するもの

カテゴリー３(データ連携ツール)

＃ 対象となるもの

1 ＥＡＩ・ＥＴＬパッケージ

2 ＣＳＶデータ・アップローダ

＃ 対象とならないもの

1 大分類Ⅰカテゴリー１(ソフトウェア（業務プロセス共P-０１～P-０６）)と同様

※ その他「全カテゴリー共通ＮＧ」として明示するもの

カテゴリー4(セキュリティ)

＃ 対象となるもの

1 デスクトップ製品の暗号化

2 ウイルス対策ソフト

3 ファイアウォール

4 アクセス制限、ＶＰＮソフト

5 ボット対策製品

6 認証システム

7 監視（映像記録）システム

＃ 対象とならないもの

1
大分類Ⅰカテゴリー１(ソフトウェア（業務プロセス共P-０１～P-０６）)と同様
（ただし、複数のセキュリティ対策機能を有するネットワークセキュリティ製品を除く。）

2

「サイバーセキュリティお助け隊サービス」については、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）
が公表するサイバーセキュリティお助け隊サービスリストに掲載されていないサービス
※サービス自体は掲載されているが、ＩＴツールを登録・販売するＩＴ導入支援事業者が、提供事
業者又は再販協力会社として、サイバーセキュリティお助け隊サービスリストに掲載されていな
い場合も対象外となる。

※ その他「全カテゴリー共通ＮＧ」として明示するもの
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１－８ 大分類Ⅲ 役務(1/4)

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

カテゴリー５（導入コンサルティング・活用コンサルティング）の登録要件

1. 「導入コンサルティング」については、カテゴリー１（ソフトウェア）の導入に際して、交付決定
後からＩＴツール導入開始までに発生する、ITツール登録要領において規定する費用に該当
するものを対象とします。

2. 「活用コンサルティング」については、ＩＴツール導入完了（納品日）から６か月間のうちに発生
する、 ITツール登録要領において規定する費用に該当するものを対象とします。

3. 価格は経済的合理性があることが必要です。市場価格を逸脱している場合、登録が認めら
れない場合があります。

※詳細は、ITツール登録要領を十分にご確認ください。

カテゴリー５（導入コンサルティング・活用コンサルティング）における留意事項

1. 事務局が指定する価格説明資料の提出が必要です。
※価格説明資料は、IT導入補助金２０２５ホームページからダウンロードのうえ、作成してくだ
さい。業務内容や価格の内訳については、具体的に記入する必要があります。

2. 「導入コンサルティング」と「活用コンサルティング」のどちらか一方のみ又は双方に要する経
費を計上したうえで、登録申請が可能です。

3. 交付申請において、カテゴリー５（導入コンサルティング・活用コンサルティング）は、１交付申
請当たり、１つのみ申請可能です。

4. 交付申請するＩＴツールの導入に際して発生する、上記「カテゴリー５（導入コンサルティング・
活用コンサルティング）の登録要件」１．及び２．に該当する全ての業務内容及び費用を計上し
た価格を登録申請してください。

5. ただし、交付申請において、実施しない役務業務が含まれるカテゴリー５（導入コンサルティン
グ・活用コンサルティング）は申請しないでください。
申請された役務業務が実施されていない場合、交付決定の取消しとなる場合があります。

※詳細は、ITツール登録要領を十分にご確認ください。

カテゴリー５（導入コンサルティング・活用コンサルティング）の登録申請のパターン

① 補助事業において、「導入コンサルティング」のみを実施する場合
⇒「導入コンサルティング」のみの業務内容及び経費が計上されたものを登録申請すること。

② 補助事業において、「活用コンサルティング」のみを実施する場合
⇒「活用コンサルティング」のみの業務内容及び経費が計上されたものを登録申請すること。

③ 補助事業において、「導入コンサルティング」と「活用コンサルティング」の双方を実施する場合
⇒「導入コンサルティング」と「活用コンサルティング」の双方の業務内容及び経費が計上され
たものを登録申請すること。

※補助事業において実施する業務及び要する経費を全て計上したうえで、カテゴリー５（導入コン
サルティング・活用コンサルティング）を登録のうえ、交付申請を行ってください。

※登録された役務業務以外の業務を実施する等、登録情報に変更がある場合、情報変更申請を
行ったうえで、実施する役務業務が含まれたものを交付申請してください。

https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_touroku_it_tool.pdf
https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_touroku_it_tool.pdf
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１－８ 大分類Ⅲ 役務（2/4）

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

カテゴリー６（導入設定・マニュアル作成・導入研修）の登録要件

1. ITツール登録が完了したカテゴリー１（ソフトウェア）を１つ指定し、当該ITツールの導入開
始（作業を開始した日）から導入完了（納品日）までに発生する、ITツール登録要領において
規定する費用に該当するものを対象とします。

2. 価格は、カテゴリー１（ソフトウェア）１つ当たりの役務価格として妥当である必要があります。
事務局が妥当であると判断できない場合、登録が認められない場合があります。

※詳細は、ITツール登録要領を十分にご確認ください。

カテゴリー６（導入設定・マニュアル作成・導入研修）における留意事項

1. 事務局が指定する価格説明資料の提出が必要です。
※価格説明資料は、IT導入補助金２０２５ホームページからダウンロードのうえ、作成してくだ
さい。具体的に記入する必要があります。

2. ＩＴツール登録が完了したカテゴリー１（ソフトウェア）を１つ指定したうえで、当該ソフトウェア
の導入に際して発生する、上記「カテゴリー６（導入設定・マニュアル作成・導入研修）の登録要
件」１．に該当する全ての業務内容及び費用を計上した価格を登録申請してください。

3. １つのカテゴリー１（ソフトウェア）に対して、登録可能なカテゴリー６（導入設定・マニュアル作
成・導入研修）は１つのみです。
※ただし、コンソーシアムにおいては、コンソーシアム内の他者が登録したカテゴリー１（ソフト
ウェア）に対して、登録可能です。

4. 交付申請においては、カテゴリー６（導入設定・マニュアル作成・導入研修）のＩＴツール登録時
に指定したカテゴリー１（ソフトウェア）を導入する場合に限り、当該カテゴリー６（導入設定・マ
ニュアル作成・導入研修）を申請可能です。
※コンソーシアムにおいては、実際に役務を実施する幹事社又は構成員が登録したものを交
付申請してください。

※詳細は、ITツール登録要領を十分にご確認ください。

カテゴリー６（導入設定・マニュアル作成・導入研修）の登録申請～交付申請の流れ

① 役務提供の対象となるカテゴリー１（ソフトウェア）（以下「ソフトウェアA」という。）の登録申請
を行います。

② 事務局の審査を経て、ソフトウェアAの登録が完了します。

③ カテゴリー６（導入設定・マニュアル作成・導入研修）（以下「導入設定B」という。）の登録申請時
に、ソフトウェアAを指定し、登録申請を行います。
※ソフトウェアAが事務局審査中（情報変更審査を含む。）の場合は、指定できません。

④ 事務局の審査を経て、導入設定Bの登録が完了します。

⑤ ソフトウェアAを交付申請（導入）する場合に限り、導入設定Bは交付申請可能です。

※補助事業において実施する業務及び要する経費を全て計上したうえで、カテゴリー６（導入設
定・マニュアル作成・導入研修）を登録のうえ、交付申請を行ってください。

※登録された役務業務以外の業務を実施する等、登録情報に変更がある場合、情報変更申請を
行ったうえで、実施する役務業務が含まれたものを交付申請してください。
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１－８ 大分類Ⅲ 役務（3/4）

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

カテゴリー７（保守サポート）の登録要件

1. ITツール登録が完了したカテゴリー１（ソフトウェア）を１つ指定し、当該ITツールの導入完
了（納品日）から補助対象期間満了までに発生する、ITツール登録要領において規定する費
用に該当するものを対象とします。
（例）システム障害対応費用、アップデート費用(使用継続や機能を維持するためのものに限
る。)、定期点検費用、バックアップ管理費用、セキュリティ管理（脆弱性対応、セキュリティ
パッチ）費用 等

2. 価格は、カテゴリー１（ソフトウェア）１つ当たりの役務価格として妥当である必要があります。
事務局が妥当であると判断できない場合、登録できない場合があります。

※詳細は、ITツール登録要領を十分にご確認ください。

カテゴリー７（保守サポート）における留意事項

1. 事務局が指定する価格説明資料の提出が必要です。
※価格説明資料は、IT導入補助金２０２５ホームページからダウンロードのうえ、作成してくだ
さい。具体的に記入する必要があります。

2. ＩＴツール登録が完了したカテゴリー１（ソフトウェア）を１つ指定したうえで、当該ソフトウェア
の導入に際して発生する、上記「カテゴリー７（保守サポート）の登録要件」１．に該当する全て
の業務内容及び費用を計上した価格を登録申請してください。

3. １つのカテゴリー１（ソフトウェア）に対して、登録可能なカテゴリー７（保守サポート）は１つの
みです。
※ただし、コンソーシアムにおいては、コンソーシアム内の他者が登録したカテゴリー１（ソフト
ウェア）に対して、登録可能です。

4. 交付申請においては、カテゴリー７（保守サポート）のＩＴツール登録時に指定したカテゴリー１
（ソフトウェア）を導入する場合に限り、当該カテゴリー７（保守サポート）を申請可能です。
※コンソーシアムにおいては、実際に役務を実施する幹事社又は構成員が登録したものを交
付申請してください。

※詳細は、ITツール登録要領を十分にご確認ください。

カテゴリー７（保守サポート）の登録申請～交付申請の流れ

① 役務提供の対象となるカテゴリー１（ソフトウェア）（以下「ソフトウェアA」という。）の登録申請
を行います。

② 事務局の審査を経て、ソフトウェアAの登録が完了します。

③ カテゴリー７（保守サポート）（以下「保守サポートB」という。）の登録申請時に、ソフトウェアAを
指定し、登録申請を行います。
※ソフトウェアAが事務局審査中（情報変更審査を含む。）の場合は、指定できません。

④ 事務局の審査を経て、保守サポートBの登録が完了します。

⑤ ソフトウェアAを交付申請（導入）する場合に限り、保守サポートBは交付申請可能です。

※補助事業において実施する業務及び要する経費を全て計上したうえで、カテゴリー７（保守サ
ポート）を登録のうえ、交付申請を行ってください。

※登録された役務業務以外の業務を実施する等、登録情報に変更がある場合、情報変更申請を
行ったうえで、実施する役務業務が含まれたものを交付申請してください。
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１－８ 大分類Ⅲ 役務（4/4）

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

通常枠及びインボイス枠（インボイス対応類型）の交付申請における留意事項

1. 買取製品のカテゴリー１（ソフトウェア）に対する保守費用は最大2年分を補助対象とします。

2. 月額・年額で使用料金が定められている形態（サブスクリプション販売形式等）のカテゴリー
１（ソフトウェア）に対する保守費用は、申請するソフトウェアの利用期間の範囲内で最大２年
分を補助対象とします。

3. カテゴリー５（導入コンサルティング・活用コンサルティング）は、１交付申請当たり、１つのみ
申請可能です。

4. カテゴリー６（導入設定・マニュアル作成・導入研修）及びカテゴリー７（保守サポート）につい
ては、ITツール登録時に指定したカテゴリー１（ソフトウェア）を交付申請（導入）する場合に
限り、交付申請可能です。
（コンソーシアムにおけるITツール登録時の留意点）

• コンソーシアムにおいて、１つのソフトウェアに対して、複数のカテゴリー６及びカテゴ
リー７が登録されている場合であっても、１つのソフトウェアに対して各１つのカテゴ
リー６及びカテゴリー７の交付申請が可能です。

• したがって、コンソーシアムにおいて、同一カテゴリーの役務業務を、コンソーシアム内
の複数の事業者が提供する場合、代表の１者が、複数の事業者分を含めた全体の業務
内容及び価格を登録申請する必要があります。

（例）カテゴリー７を構成員Bと構成員Cが実施する場合
→構成員B（もしくは構成員C）が代表して、構成員C（もしくは構成員B）が提供する役務
の業務内容及び価格を含めた全体の業務内容及び価格を登録申請します。
※カテゴリー５及びカテゴリー６に関しても同様。

5. 大分類Ⅲ役務の補助対象経費の上限額は、200万円とします。
（例）カテゴリー５：７０万円 カテゴリー６：７０万円 カテゴリー７：７０万円 の場合、
大分類Ⅲの合計額は２１０万円ですが、補助対象経費は２００万円が上限となります。

23

大分類Ⅲ役務の登録申請・交付申請・実績報告

➢ ITツール登録
• 補助事業において実施する業務及び要する経費を全て計上したうえで、登録してください。

➢ 交付申請
• 実施する業務内容に応じて、 交付申請ごとにITツール価格を決定してください。
• 実施予定のない業務に対する費用を含めた価格で交付申請しないでください。

※登録された役務業務以外の業務を実施する等、登録情報に変更がある場合、情報変更申請
を行ったうえで、実施する役務業務が含まれたものを交付申請してください。

➢ 実績報告
• 実際に実施した業務内容と要した費用を報告する必要があります。

• 登録された業務以外の業務が実施されている場合、当該業務に対する費用は補助対象外と
なります。

• 補助対象経費は、ITツール登録時の価格説明資料の「価格の内訳」にて申告された各業務の
価格が上限です。

• 実態のない業務内容を実施したものとして報告した場合は、交付決定の取消しとなる場合が
あります。



24 目次に戻る

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

ＩＴツール対象•対象外早見表（大分類Ⅲ）

下記早見表を参考に、登録対象となるITツールかどうかを判断してください。

ITツール対象・対象外早見表

カテゴリー５(導入コンサルティング・活用コンサルティング)

導入コンサルティング

＃ 対象となるもの

1 マスタ類の設定項目洗い出しに係る費用

2 パッケージ導入計画作成費用
3 業務移行計画(並行稼動)作成費用
4 教育計画作成費用
5 新システム本稼動判定(検収)基準設定費用
6 データ移行計画作成費用
7 復旧計画策定費用
8 カスタマイズ項目洗い出し費用
9 パッケージＦｉｔ／Ｇａｐ分析費用

活用コンサルティング
＃ 対象となるもの
1 ＩＴツール利活用に関するノウハウの提供を目的とするコンサルティング費用
2 ＩＴツール利用定着のためのコンサルティング費用
3 経営実態の変化に対応したＩＴツールの利活用に係るコンサルティング費用
＃ 対象とならないもの

1
交付決定前に発生した費用（顧客への提案段階に行うコンサルティング費用やＩＴツールの選定
作業等交付決定前にかかる費用等）が含まれるもの

２
カテゴリー５（導入コンサルティング・活用コンサルティング）の登録要件１．及び２．に記載された
期間外に発生する費用が含まれるもの

３
本事業におけるＩＴツールの導入とは関連のない、補助事業者の業務そのものに対するものや経
営全般に対するコンサルティング費用が含まれるもの

４ 補助金申請に関する申請代行、コンサルティング費用が含まれるもの
５ コンサルティングに伴う移動交通費・宿泊費が含まれるもの
※ その他「全カテゴリー共通ＮＧ」として明示するもの

「活用コンサルティング」の業務内容の例

1. ＩＴツール利活用に関するノウハウの提供を目的とするコンサルティング費用
➢ 機能アップデートに係る教育（研修）に関する業務

➢ 他社でのツール活用事例の共有や当該事例を基にした改善提案 など

※業務プロセスに影響を与えるような大幅なアップデートは認められません。

※機能アップデートに係るカスタマイズ費用等は対象外です。

2. ＩＴツール利用定着のためのコンサルティング費用
➢ ITツール利用状況のモニタリング

➢ モニタリングに対する評価・改善策の提案 など

3. 経営実態の変化に対応したITツールの利活用に係るコンサルティング費用
➢ 組織改編（人事異動等）による新規ユーザー（補助事業者）への教育（研修）

➢ 予定されている法改正等に対応するための利用方法に関する教育（研修）

※確実に発生する事象（変化）に対する費用のみが対象となることにご留意ください。



25 目次に戻る

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

ＩＴツール対象•対象外早見表（大分類Ⅲ）（続き）

ITツール対象・対象外早見表

カテゴリー７(保守サポート)

＃ 対象となるもの

1 保守費用
2 問合せ窓口費用

＃ 対象とならないもの

1 交付決定前に発生した費用が含まれるもの
２ カテゴリー７（保守サポート）の登録要件１．に記載のある期間外に発生する費用が含まれるもの
３ 補助対象経費となっていない製品に対する保守費用が含まれるもの
４ 過去に購入した製品に対する保守費用が含まれるもの
※ その他「全カテゴリー共通ＮＧ」として明示するもの

ITツール対象・対象外早見表

カテゴリー６(導入設定•マニュアル作成•導入研修)

＃ 対象となるもの

1 導入設定費用、テーブル設定費用等
2 ＣＳＶデータ・アップロード作業に係る費用(既存データ対象)
3 カスタマイズ作業に係る費用
4 研修資料作成、研修実施費用
5 運用マニュアル作成費用
6 ＲＰＡのシナリオ制作費、ＡＩ初期学習設定
＃ 対象とならないもの

1 交付決定前に発生した費用が含まれるもの

２
カテゴリー6（導入設定・マニュアル作成・導入研修）における登録要件１．に記載のある期間外に
発生する費用が含まれるもの

３
過去に購入した製品に対する作業費用や補助対象経費となっていない製品に対する費用が含
まれるもの

４ ＩＴツールの導入とは関連のないデータ作成費用やデータ投入費用等が含まれるもの
５ 補助事業者の通常業務に対する代行作業費用が含まれるもの
６ ハードウェアの運搬費が含まれるもの（※大分類Ⅳハードウェアの付属品として登録すること）
７ 移動交通費・宿泊費が含まれるもの
※ その他「全カテゴリー共通ＮＧ」として明示するもの

下記早見表を参考に、登録対象となるITツールかどうかを判断してください。



1. カテゴリー８(ＰＣ・タブレット・プリンター・スキャナー・複合機)

「会計」「受発注」「決済」のいずれかの機能を有するカテゴリー１(ソフトウェア）と併せて導入する場合

に限り、ＰＣ・タブレット・プリンター・スキャナー・複合機の購入費用及びこれらに係る運搬費が対象と

なります。（導入するカテゴリー１（ソフトウェア）を継続的に利用するにあたって、必要最低限の機器一

式が補助対象となります。）

※ITツール登録は不要です。交付申請の際に数量、金額を申請してください。

※運搬費が発生する場合はハードウェア本体価格と合算して申請してください。

※プリンター・スキャナーは、文書の印刷あるいはスキャン機能を主とし、一般的にプリンター・複合機

と呼称される製品が対象となります。

※POSレジ以外の用途で使用するＰＣ・タブレット・プリンター・スキャナー・複合機が対象となるので

ご注意ください。

※POSレジは、カテゴリー９（POSレジ・モバイルPOSレジ・券売機）において対象となります。

2. カテゴリー9（POSレジ・モバイルPOSレジ・券売機)

「会計」「受発注」「決済」のうち、「決済」機能を有するカテゴリー１(ソフトウェア)として登録されたＰＯＳ

レジシステムをインストールし利用するための、ＰＯＳ専用機、ＰＣ・タブレット（いわゆるモバイルＰＯＳレ

ジとして利用する為の汎用ＰＣ機器）、券売機の購入費用が対象となります。

※ＩＴツール登録が必要です。

※付属品がある場合は、申告が必須です。

※交付申請の際には、本体と付属品の合計金額を申請してください。（付属品は各種類１つまでしか補

助対象となりません。）

26 目次に戻る

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

１－９ 大分類Ⅳ ハードウェア

インボイス枠（インボイス対応類型）にかかる対象要件

カテゴリー８・カテゴリー９ともに、

「会計」「受発注」「決済」のいずれかの機能を有するソフトウェアとあわせて

導入するハードウェアであること

同じタブレットでも利用目的でカテゴリーが異なります。

【タブレットの例】

POSレジとして使用しない
汎用機器

POSレジとして使用する
汎用機器

カテゴリー9カテゴリー8
＝＝



カテゴリー9（POSレジ・モバイルPOSレジ・券売機)の種類は3つあります。
製品が最も当てはまるものを1つを選択のうえ、登録申請してください。

1. POSレジ（POS専用機をPOSレジとして使用する。）
2. モバイルPOSレジ（汎用PCやタブレットをPOSレジとして使用する。）
3. 券売機（券売機として使用する。）

1. POSレジの登録申請の場合

本体機器の型番ごとに登録申請を行ってください。

➢ 本体機器の型番が確認できる資料を提出してください。

➢ 実績報告時に、ITツール登録時と同じ型番の機器を導入しているかを確認します。

➢ 同じ型番の機器で複数のカラー展開がある場合は、カラーごとではなく1つのITツールとして登

録してください。

➢ 同じ型番の機器が、設定によって券売機としても利用が可能である場合、「POSレジの種類」の
「POSレジ」「券売機」それぞれ両方に登録申請を行ってください。

2. モバイルPOSレジの登録申請の場合

汎用機器の種類ごとに別々のＩＴツールとして登録申請を行ってください。

➢ パソコン型モバイルPOSレジ、タブレット型モバイルPOSレジ等を１つずつ登録申請を行ってく
ださい。PCやタブレットの製品名、型番、 OSの種類の違い、端末型番ごとの登録申請は不要で
す。
（実績報告時には、ＩＴツールの登録内容との整合性を確認します。パソコン型モバイルPOSレジ
で登録・交付決定を受けたものを、タブレット型モバイルPOSレジに変更することはできませ
ん。）

➢ パソコン型・タブレット型ともに、モバイルPOSレジとして取り扱う製品一覧、価格資料一覧を提

出してください。（実績報告時に、ITツール登録時に事前に資料が提出され、審査を通った経費

であるかを確認します。）

3. 券売機の申請の場合

本体機器の型番ごとに登録申請を行ってください。

➢ 本体機器の型番が確認できる資料を提出してください。

➢ 実績報告時には、ITツール登録時と同じ型番の機器を導入しているかを確認します。

➢ 同じ型番の機器で複数のカラー展開がある場合は、 カラーごとではなく1つのITツールとして

登録申請を行ってください。

➢ 同じ型番の機器が、設定によってPOSレジとしても利用が可能である場合、「POSレジの種類」

の「POSレジ」「券売機」それぞれ両方に登録申請を行ってください。

27 目次に戻る

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

カテゴリー9（POSレジ・モバイルPOSレジ・券売機)

１－９ 大分類Ⅳ ハードウェア（続き）



⚫ 下記に列挙する別売り付属品はPOSレジ・モバイルPOSレジ・券売機とあわせて導入する場合に限り
補助対象となります。

（ａ）キャッシュドロワ、（ｂ）カスタマーディスプレイ、（ｃ）レシートプリンタ、（ｄ）自動釣銭機

（ｅ）カードリーダ、（ｆ）バーコード・QRコードリーダ、（ｇ）Wi-Fiルータ、（ｈ）運搬費

➢ 別売り付属品のみをＩＴツール登録することはできません。必ずPOSレジ・モバイルPOSレジ・券

売機として使用する本体機器とあわせて登録申請を行ってください。 ※価格の入力を参照

➢ POSレジ・モバイルPOSレジ・券売機を登録する際に申告された別売り付属品のみ、交付申請が

可能です。

➢ POSレジや券売機の本体機器にレシートプリンタやカードリーダ等の機能が内蔵されている場

合や、セット販売 （別売りではない。） の場合は付属品の申告は不要です。

➢ POSレジ・モバイルPOSレジ・券売機とその関連品をセットで販売する場合、その中に消耗品等

の対象外経費が混在している場合は一式が補助対象外となり登録申請はできません。補助対象

経費と補助対象外経費は切り分けられていることが必要です。

⚫ 交付申請時には、POSレジ・モバイルPOSレジ・券売機の機器１つに対し、同じ種類の別売り付属品は

１つのみが補助対象となります。

例：POSレジ本体機器1つに対してカスタマーディスプレイを２つは交付申請できません。

例：POSレジ本体機器１つに対してキャッシュドロワを２つは交付申請できません。

ＩＴツール登録時

交付申請時

28 目次に戻る

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

カテゴリー９ POSレジ・モバイルPOSレジ・券売機 別売り付属品の取扱い

導入ＩＴツールを

選定
ＩＴツール登録時に付属品として申告されていない付属品は交付申請できません。

あわせて販売（導入）予定の付属品を選択してください。

１－９ 大分類Ⅳ ハードウェア（続き）



実績報告時に、提出される請求明細書とITツール情報を確認します。

ITツール登録時において事前に申告された製品でなければ補助対象となりません。導入
する可能性がある付属品は、必ず資料とあわせて申告をしてください。

提出する価格資料の例

本体機器の価格資料について、本体機器と付属品それぞれの単価が確認できる内容としてください。

本体機器価格は、パーツごとや構成ではなく、稼働に必要な一式の価格としてください。

例：ITツールの標準販売価格（税抜）570,000円の場合

価格設定の内訳：POS本体機器（型番POSXXX） 500,000円
キャッシュドロワ 20,000円
レシートプリンタ 50,000円

製品価格資料

商品名 区分 機種/型式 価格

POSXXX 本体 A－000 500,000

KSHXXX 付属品 キャッシュドロワ 20,000

RPXXX 付属品 レシートプリンタ 50,000

製品価格資料

商品名 数量 項目 価格

POSXXX 1 パーツA 200,000

POSXXX 1 パーツB 150,000

POSXXX 1 パーツC 150,000

POSXXX 1 パーツD 100,000

付属品 1 パーツE 10,000

付属品 1 パーツF 50,000

付属品 1 パーツG 10,000

どれが稼働に必須なPOS本体費用な
のか不明瞭で、付属品の内容が不明。
「価格設定の内訳」との一致が確認でき
ません。

29 目次に戻る

「価格設定の内訳」と内容が一致。
本体機器、付属品の単価が明確で、型
番の明記がされている。

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

インボイス枠（インボイス対応類型）にかかる提出資料

ＩＴツールの登録時に、取り扱うPOSレジ本体、付属品の機能及び単価を確認できる全ての資料を提

出してください。

➢ 提出する資料と、ITツールの入力項目の「価格設定の内訳」の内容が一致するようにしてください。

➢ 「価格設定の内訳」には本体機器の型番を明記してください。※モバイルPOSレジは不要です。

※価格の入力を参照



30 目次に戻る

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

下記早見表を参考に、登録対象となるITツールかどうかを判断してください。

ITツール対象・対象外早見表（大分類Ⅳ）

ITツール・ITツール対象外早見表

カテゴリー８(ＰＣ•タブレット•プリンター•スキャナー•複合機) ※事前登録は不要です。

＃ 対象となるもの

1
「会計」「受発注」「決済」のいずれかの機能を含むカテゴリー１（ソフトウェア）と併せて導入する
ＰＣ・タブレット・プリンター・スキャナー・複合機

2 POSレジ以外の用途で使用するＰＣ・タブレット・プリンター・スキャナー・複合機

＃ 対象とならないもの

1
「会計」「受発注」「決済」のいずれかの機能を含むカテゴリー１（ソフトウェア）と関連がない費用
が含まれるもの

2 ３Ｄプリンター等、特殊印刷を目的としたプリンター

3
文書スキャンが主たる機能ではない製品
（例） 写真撮影機能等の付随機能としてスキャン機能がある製品、バーコードスキャナー等

4
すでに導入済みのソフトウェア又は補助対象経費となっていないソフトウェアをインストールし、
使用することが目的の費用が含まれるもの

5 一般的な市場価格と比較して著しく高額であるもの

6 導入するカテゴリー１(ソフトウェア)に対して、著しく高スペックな製品

7 ロール紙・インク等の消耗品

※ その他「全カテゴリー共通ＮＧ」として明示するもの

カテゴリー９(ＰＯＳレジ•モバイルＰＯＳレジ•券売機)

＃ 対象となるもの

1
「会計」「受発注」「決済」のうち「決済」機能を有するカテゴリー１（ソフトウェア）で登録されたＰＯ
Ｓレジシステムをインストールし利用するためのＰＯＳ専用機

2
ＰＯＳレジ・モバイルＰＯＳレジ・券売機の付属品として、キャシュドロワ、カスタマーディスプレイ、
レシートプリンタ、自動釣銭機、カードリーダ、バーコード・ＱＲコードリーダ、Wi-Fiルータ、運搬
費に限り対象（ＰＯＳレジ機器と一緒に登録を行うこと）

＃ 対象とならないもの

1
「会計」「受発注」「決済」のうち「決済」機能を有するカテゴリー１（ソフトウェア）で登録されたＰＯ
Ｓレジシステムをインストールしない機器の購入費用

2
補助対象経費となっていないソフトウェアをインストールし、使用することを目的とする費用が
含まれるもの

3 一般的な市場価格と比較して著しく高額であるもの

4 登録されたＰＯＳレジシステムの導入に対し著しく高スペックな製品

5 ロール紙・インク等の消耗品

6 ブザー等の防犯品

7 オーダーエントリーシステム関連機器、キッチンプリンター

8 通信会社との間に発生する費用（通信費、事務手数料、契約・月額費用等）が含まれるもの

※ その他「全カテゴリー共通ＮＧ」として明示するもの



独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が公表する「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」

に掲載された「サイバーセキュリティお助け隊サービス」をＩＴツールとして登録することが可能です。

※詳細な要件はＩＴツール登録要領をご確認ください。

※サイバーセキュリティお助け隊サービスのサービス基準やサイバーセキュリティお助け隊

サービスリスト等については、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）にお問合せくださ

い。

問合せ先：独立行政法人情報処理推進機構（IPA）

Email：isec-otasuketai@ipa.go.jp
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※大分類Ⅱオプション（カテゴリー４（セキュリティ））（P.18）と同じ内容です。

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

１－１０ 大分類Ⅴ サイバーセキュリティお助け隊サービス

大分類Ⅴサイバーセキュリティお助け隊サービスの登録要件

1. サイバーセキュリティお助け隊サービスリストに掲載されていないサービスは対象外です。

2. ＩＴツール担当事業者（ITツールを登録・販売するＩＴ導入支援事業者）は、サイバーセキュリティお

助け隊サービスリストに掲載された提供事業者又は再販協力会社でなければなりません。

※ＩＴツールの登録申請時においては、サイバーセキュリティお助け隊サービスの登録番号を申告

してください。

3. サイバーセキュリティお助け隊サービスリストから除外されたものは、ＩＴ導入補助金のＩＴツールとし

て登録要件を満たさないため、登録が認められません。（又は発覚した時点で登録取消となります。）

カテゴリーと交付申請で利用できる枠・類型について

サイバーセキュリティお助け隊サービスを登録できるカテゴリー４（セキュリティ）及びカテゴリー10（サイ
バーセキュリティお助け隊サービス） は、交付申請で利用できる枠・類型が異なりますのでご注意ください。

類型
大分類Ⅱ カテゴリー４

（セキュリティ）
大分類Ⅴ カテゴリー10

（サイバーセキュリティお助け隊サービス）

通常枠 〇 ×

インボイス対応類型 〇 ×

セキュリティ対策推進枠 × 〇

※サイバーセキュリティお助け隊サービスのネットワーク監視型及び併用型の場合、補助対象となる

UTM等のネットワーク監視装置の導入数量は1台のみです。

https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_touroku_it_tool.pdf
mailto:isec-otasuketai@ipa.go.jp


ＩＴツール対象•対象外早見表（大分類V）
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下記早見表を参考に、登録対象となるITツールかどうかをご判断ください。

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

ITツール・ITツール対象外早見表

カテゴリー１０(サイバーセキュリティお助け隊サービス)

＃ 対象となるもの

1
独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）が公表する「サイバーセキュリティお助け隊サービスリ
スト」に掲載されているサービス

＃ 対象とならないもの

1 上記の「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」に掲載されていないサービス

2
サービス自体は、サイバーセキュリティお助け隊サービスとして登録を受けているが、ＩＴツール
担当事業者（ＩＴツールを登録・販売するＩＴ導入支援事業者）が、サービス提供事業者又は再販協
力会社として、上記のサイバーセキュリティお助け隊サービスリストに掲載されていない場合

3 恒常的に利用されないもの（一時的利用が目的で貢献度が限定的なもの）

4 サイバーセキュリティお助け隊サービスに付随するオプションサービス

※ その他「全カテゴリー共通ＮＧ」として明示するもの



１－11 ＩＴツール対象•対象外早見表（共通）
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大分類Ⅰ

ＩＴツール登録の手引き

通常枠 インボイス対応類型 電子取引類型 セキュリティ対策推進枠

下記早見表を参考に、登録対象となるITツールかどうかをご判断ください。

大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ITツール対象・対象外早見表

全カテゴリー 共通

＃ 対象とならないもの

1
補助事業者の顧客が実質負担する費用がＩＴツール代金に含まれるもの（補助事業者にとっての
売上原価に相当すると事務局が判断するもの）

2 交通費・宿泊費

3 補助金申請、報告に係る申請代行費

4 公租公課（消費税）

5 交付申請時において、ITツールの利用金額が定められないもの

6 対外的に無償で提供されているもの

7 リース・レンタル契約のITツール（サイバーセキュリティお助け隊サービスを除く。）

8 中古品

9 交付決定前に購入したITツール

10 その他、事務局が本補助事業の趣旨・目的から不適当であると判断するもの



２. ＩＴツールの価格の登録

1. 大分類Ⅰ ソフトウェアの価格の入力

2. 大分類Ⅱ オプションの価格の入力

3. 大分類Ⅲ 役務の価格の入力

4. 大分類Ⅳ ハードウェアの価格の入力

5. 大分類Ⅴ サイバーセキュリティお助け隊サービスの価格の入力

6. 価格説明資料

7. 申請価格理由書

ITツール登録の手引き



ソフトウェアの価格の入力

販売形態の選択

ソフトウェアに包有されている
ライセンス数の入力

標準販売価格／最小販売価格を入力してください。
➢ 標準販売価格とは定価価格のことです。
➢ 最小販売価格とは最大値引き後価格のことです。
➢ サブスクリプションの場合は年額（税抜）を入力してください。

ソフトウェアに含まれているライセンス数を入力してください。
➢ フリーライセンスの場合は「1」を入力してください。
➢ あらかじめライセンスが含まれていない場合は「0」を入力し

てください。

ライセンス１の価格の入力

ライセンス２の価格の入力 ※任意

価格設定の内訳の入力

B．ライセンス販売なし
SaaS・サブスクリプシ
ョン を選択した場合

標準販売価格／最小販売価格を入力してください。
➢ 標準販売価格とは定価価格のことです。
➢ 最小販売価格とは最大値引き後価格のことです。
➢ サブスクリプションの場合は年額（税抜）を入力してください。
➢ １ライセンス当たりの価格を入力してください。

ソフトウェア価格とライセンス価格で設定した金額の内訳
を説明してください。

ライセンス形態
の選択

買取、サブスクリプションのいずれかを選択してください。

Ａ．ライセンス販売あり を選択した場合

価格は次の流れで入力します。次ページの価格の入力例を参考にしながら入力してください。
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２. ＩＴツールの価格の登録

２－１ 大分類Ⅰ ソフトウェアの価格の入力

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ
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ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

パッケージソフトウェア•SaaSタイプの入力例

1. ライセンス価格を1ライセンス(略：Lic）当たりに按分したときに設定価格に端数がでる場合は、標

準販売価格は切り上げ、最小販売価格は切り下げとしてください。

2. 導入設定費用や保守サポートの費用は混在させず、大分類Ⅲ役務として申請してください。

3. 交付申請においては、販売形態がサブスクリプションの場合に限り、最大2年分を申請することが

可能です。ただし、ITツール登録時は１年分の価格で申請してください。

No
ソフトウェア
のタイプ例 販売形態

ソフトウェア価格 包有されて
いるLic数

ライセンス
形態

ライセンス１ ライセンス２

標準販売価格 最小販売価格 標準販売価格 最小販売価格 標準販売価格 最小販売価格

1

イニシャル費用のある月額1,000円のSaaSのソフトウェアを登録する場合

SaaS サブスクリプション 30,000 15,000 1 A 12,000 12,000 ー ー

価格設定の内訳
（記載例）

ソフトウェア：イニシャル費用30,000円、15,000円まで値引きする可能性あり。
ライセンス：月額1,000円×12カ月（12,000円/年額）、値引きの予定はなし。

《備考》
・初期設定費用はカテゴリー６（導入設定・
マニュアル作成・導入研修）で申請してくだ
さい。

2

月額1,000円のSaaSのソフトウェアを登録する場合

SaaS サブスクリプション 12,000 12,000 1 B ー ー ー ー

価格設定の内訳
（記載例）

月額1,000円×12カ月（12,000円/年額）、値引きの予定はなし。

3

3年で200,000円のSaaSのソフトウェアを登録する場合

SaaS サブスクリプション 66,667 33,333 1 B ー ー ー ー

価格設定の内訳
（記載例）

１年当たり66,667円（200,000円/3年）。
1年当たり33,333円（100,000円/3年）まで値引きする可能性あり。
※価格は1年当たりの価格です。

《備考》
・標準販売価格の端数は切り上げ、最小販
売価格の端数は切り下げしてください。

4

3Licで100,000円/年のSaaSのソフトウェア ※3Licで登録する場合

SaaS サブスクリプション 100,000 50,000 3 B ー ー ー ー

価格設定の内訳
（記載例）

1年当たり100,000円/3Lic。
１年当たり50,000円/3Licまで値引きする可能性あり。

《備考》
・販売は3Lic単位となります。

5

3Licで100,000円/年のSaaSのソフトウェア ※1Licで登録する場合

SaaS サブスクリプション 33,334 16,666 1 B ー ー ー ー

価格設定の内訳
（記載例）

1年当たり100,000円/3Lic（33,334円/1Lic）。
50,000円/3Lic（16,666円/1Lic）まで値引きする可能性あり。
※価格は1Lic当たりの価格です。

《備考》
・標準販売価格の端数は切り上げ、最小販
売価格の端数は切り下げしてください。

6

Lic数ごとに価格設定のあるSaaSのソフトウェアで登録する場合（1Lic120,000円、5Lic500,000円、10Lic800,000円 等 ）

SaaS サブスクリプション 120,000 70,000 1 B ー ー ー ー

価格設定の内訳
（記載例）

1年当たり120,000円/1Lic～800,000円/10Lic（80,000円/1Lic）。
1年当たり70,000円/1Licまで値引きする可能性あり。
※価格は1Lic当たりの価格です。

《備考》
・標準販売価格は1Lic単位にしたときの最大価

格、最小販売価格は1Lic単位にしたときの最小

価格もしくは値引き価格を設定してください。
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ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

No
ソフトウェア
のタイプ例 販売形態

ソフトウェア価格 包有されて
いるLic数

ライセンス
形態

ライセンス１ ライセンス２

標準販売価格 最小販売価格 標準販売価格 最小販売価格 標準販売価格 最小販売価格

7

PCに1台ずつインストールするタイプで、定価300,000円のソフトウェアを登録する場合（フリーライセンスを含む。）

スタンドアロン版 買取 300,000 150,000 1 B ー ー ー ー

価格設定の内訳
（記載例）

ソフトウェア定価300,000円、150,000円まで値引きする可能性あり。

8

PCに1台ずつインストールするタイプで、あらかじめ5Licが含まれている定価300,000円のソフトウェアを登録する場合

スタンドアロン版 買取 300,000 150,000 5 B ー ー ー ー

価格設定の内訳
（記載例）

ソフトウェア定価300,000円、150,000円まで値引きする可能性あり。

9

ソフトウェアとライセンスの販売形態を登録する場合

WAN版 サブスクリプション 300,000 150,000 1 A 12,000 6,000

価格設定の内訳
（記載例）

《備考》

ソフトウェア：定価300,000円、150,000円まで値引きする可能性あり。 ・ライセンスはサブスクリプションの販売形態です。

ライセンス：1Lic当たり12,000円/年、6,000円/年まで値引きする可能性あり。 ・販売形態は「サブスクリプション」を選択してくださ

い。

10

サーバとクライアントPC用にソフトウェアをインストールする販売形態を登録する場合。ライセンスはサーバ用とクライント用の2種類あり

サーバネットワーク版
サブスクリプション 300,000 150,000 1 A 100,000 100,000 12,000 6,000

価格設定の内訳
（記載例）

ソフトウェア：定価300,000円、150,000円まで値引きする可能性あり。 《備考》

サーバライセンス：1Lic当たり100,000円/年、値引きの予定はなし。 ・ライセンスはサブスクリプションの販売形態です。

クライアントライセンス：1Lic当たり12,000円/年 ・販売形態は「サブスクリプション」を選択してくださ

6,000円/年まで値引きする可能性あり。 い。

11

サーバとクライアントPC用にソフトウェアをインストールする販売形態を登録する場合

ライセンスはサーバ用とクライント用（3Lic単位の販売）の2種類あり

サーバネットワーク版
サブスクリプション 300,000 150,000 1 A 100,000 100,000 16,667 10,000

価格設定の内訳
（記載例）

《備考》

ソフトウェア：定価300,000円、150,000円まで値引きする可能性あり。 ・ライセンスは1Lic当たりを入力し交付申請時に調整してくださ

サーバライセンス：1Lic当たり100,000円/年、値引きの予定はなし。 い。

クライアントライセンス：3Lic当たり50,000円（1Lic当たり16,667円）/年 ・標準販売価格の端数は切り上げ、最小販売価格の端数は切り

30,000円（1Lic当たり10,000円）/年まで値引きする可能性あり。 下げしてください。

※価格は1Lic当たりの価格です。 ・ライセンスはサブスクリプションの販売形態です。
・販売形態は「サブスクリプション」を選択してください。

12

サーバとクライアントPC用にソフトウェアをインストールする販売形態を登録する場合
ライセンスはサーバ用とクライント用（複数単位の販売）の2種類あり（1Lic12,000円、5Lic50,000円、10Lic80,000円等）

サーバネットワーク版
サブスクリプション 300,000 150,000 1 A 100,000 100,000 12,000 6,000

価格設定の内訳
（記載例）

ソフトウェア：定価300,000円、150,000円まで値引きする可能性あり。 《備考》

サーバライセンス：1Lic当たり100,000円/年、値引きの予定はなし。 ・ライセンスは1Lic当たりを入力し交付申請時に調

クライアントライセンス： 整してください。

1Lic当たり12,000円/年～10Lic当たり80,000円（1Lic当たり8,000円）/年 ・ライセンスはサブスクリプションの販売形態です。

6,000円/1Licまで値引きする可能性あり。 ・販売形態は「サブスクリプション」を選択してくださ

※価格は1Lic当たりの価格です。 い。

13

基本システム＋モジュール＋ライセンスを自由に組み合わせて購入する販売形態を登録する場合

モジュール版
（基本システム）

サブスクリプション 300,000 150,000 0 A 12,000 6,000 ー ー

価格設定の内訳
（記載例）

基本システム+モジュール：定価300,000円、150,000円まで値引きする可能性あり。
ライセンス：1Lic当たり12,000円/年、6,000円/年まで値引きする可能性あり。

14

モジュール＋ライセンスを自由に組み合わせて購入する販売形態を登録する場合

モジュール版
（モジュール）

サブスクリプション 100,000 50,000 0 A 12,000 6,000 ー ー

価格設定の内訳
（記載例）

モジュール：定価100,000円、50,000円まで値引きする可能性あり。
ライセンス：1Lic当たり12,000円/年、6,000円/年まで値引きする可能性あり。



２－２ 大分類Ⅱ オプションの価格の入力

ＩＴツールの価格の入力

販売形態の選択

ＩＴツールに含まれているライセンス数を入力してください。
➢ フリーライセンスの場合は「1」を入力してください。
➢ あらかじめライセンスが含まれていない場合は「0」を入力

してください。

ライセンス１の価格の入力

価格設定の内訳の入力
ＩＴツール価格とライセンス価格で設定した金額の内訳を説
明してください。

買取、サブスクリプションのいずれかを選択してください。

単位の選択
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箇月、箇年、買取から選択してください。

B．ライセンス販売なし
SaaS・サブスクリプシ
ョン を選択した場合

価格は次の流れで入力します。価格の入力例（ソフトウェア）を参考にしながら入力してください。

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

標準販売価格／最小販売価格を入力してください。
➢ 標準販売価格とは定価価格のことです。
➢ 最小販売価格とは最大値引き後価格のことです。

※選択する単位に合わせて各価格を入力してください。

（例：箇月で登録する場合は月額費用で入力してください。）

標準販売価格／最小販売価格を入力してください。
➢ １ライセンス当たりの価格を入力してください。
※選択する単位に合わせて各価格を入力してく
ださい。
（例：箇月で登録する場合は月額費用で入力して
ください。）

ライセンス２の価格の入力 ※任意

「サイバーセキュリティお助け隊サービス」の価格入力時の留意点

監視類型に応じて、以下のとおり初期費用と月額費用を登録してください。月額費用は、１２か月分
を年額費用としてまとめて登録してください。

※価格は標準販売価格／最小販売価格ともに入力してください。ライセンス２の入力は不要です。
※端末監視型において、初期費用が発生しない場合は、年額費用をITツールの価格に登録してくだ
さい。ネットワーク監視型又は併用型において、初期費用が発生しない場合は、年額費用のみをIT
ツールの価格に登録してください。
※単位は必ず年を選択してください。

※「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」に掲載された価格を超えた登録はできません。

ＩＴツールに包有されている
ライセンス数の入力

ライセンス形態の選択

Ａ．ライセンス販売ありを選択した場合

監視類型 ITツールの価格 ライセンス１の価格

ネットワーク監視型（UTM等） 初期費用＋年額費用 不要

端末監視型（EDR等） 初期費用 年額費用（月額費用×１２か月）

併用型 初期費用＋UTM等の年額費用 EDR等の年額費用



２－３ 大分類Ⅲ 役務の価格の入力

ＩＴツールの価格の入力

事務局が指定する価格説明資料の提出が必要です。

カテゴリー5(導入コンサルティング・活用コンサルティング)に関する留意事項

➢ ITツール登録要領に規定された期間内に要する役務費用を入力してください。

※交付申請時に、個数や期間の選択はできません。

➢ 価格が著しく高額である場合は、本補助事業の趣旨・目的から不適当な申請であるとみなし、

ITツール登録が認められない場合があります。

カテゴリー6(導入設定•マニュアル作成•導入研修)に関する留意事項

➢ ITツール登録要領に規定された期間内に要する役務費用を入力してください。

※交付申請時に、個数や期間の選択はできません。

➢ ソフトウェアの販売形態が「買取」の場合、初期設定費用（導入設定費用など）は、カテゴリー６（導

入設定・マニュアル作成・導入研修）で申請することになります。

➢ 導入するソフトウェアに対する役務費用として、価格が著しく高額である場合は、本補助事業の

趣旨・目的から不適当な申請であるとみなし、ITツール登録が認められない場合があります。

カテゴリー7(保守サポート)に関する留意事項

➢ 価格は、年単価（１年当たりの価格）を入力してください。

※交付申請時に、期間（１年又は２年）を選択します。

➢ 導入するソフトウェアに対する役務費用として、価格が著しく高額である場合は、本補助事業の

趣旨・目的から不適当な申請であるとみなし、ITツール登録が認められない場合があります。
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価格は次の流れで入力します。次ページの価格の入力例を参考にしながら入力してください。

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

標準販売価格／最小販売価格を入力してください。
➢ 標準販売価格とは定価価格のことです。
➢ 最小販売価格とは最大値引き後価格のことです。

※下記の各カテゴリー及び各カテゴリー共通の留意事項を
参考に、価格を入力してください。

価格説明資料の提出

各カテゴリー共通の留意事項
◆ カテゴリー１（ソフトウェア）に対する役務費用が対象となります。

◆ ITツール登録要領に規定された期間外及び業務内容以外のものが含まれる場合は、
ITツール登録の対象外となります。



役務の入力例
大分類Ⅲ役務の価格の入力例です。
登録申請する役務の業務内容に合わせて入力してください。

No カテゴリー種別 該当する業務分類
ITツール価格

標準販売価格 最小販売価格

1

ソフトウェアの導入に向けた導入計画の作成等の「導入コンサルティング」に該当する役務費用一式が、200,000円の場合

※「導入コンサルティング」のみを行う場合

カテゴリー５ 導入コンサルティングのみ行う 200,000 200,000

価格説明資料の内容
提供する業務内容（導入計画の作成等）について、事務局指定の価格説明資料にて「業務内容」及び「価格の内訳」を

記入する。

2

ソフトウェアの導入後のITツール利活用に関するコンサルティング等の「活用コンサルティング」に該当する役務費用一式が、200,000円の場合

※「活用コンサルティング」のみを行う場合

カテゴリー５ 活用コンサルティングのみ行う 200,000 100,000

価格説明資料の内容 提供する業務内容（ITツール利活用に関するコンサルティング等）について、事務局指定の価格説明資料にて「業務

内容」及び「価格の内訳」を記入する。

3

・ソフトウェアの導入に向けた導入計画の作成等の「導入コンサルティング」に該当する役務費用一式が、200,000円
・ソフトウェアの導入後のITツール利活用に関するコンサルティング等の「活用コンサルティング」に該当する役務費用一式が、200,000円 の場合

※「導入コンサルティング」と「活用コンサルティング」の双方を行う場合

カテゴリー５
導入コンサルティング、

活用コンサルティングの双方を行う
400,000 400,000

価格説明資料の内容 提供する業務内容（導入計画の作成、ITツール利活用に関するコンサルティング等）について、事務局指定の価格説

明資料にて「業務内容」及び「価格の内訳」を記入する。

4

ソフトウェアAの操作マニュアル作成費用が、10,000円（5,000円まで値引きする可能性がある）の場合

カテゴリー６ ー 10,000 5,000

価格説明資料の内容 提供する業務内容（マニュアル作成費用等）について、事務局指定の価格説明資料にて、ソフトウェアAに対する役務

業務の「業務内容」及び「価格の内訳」を記入する。

５

ソフトウェアAのシステム保守料が、年単価100,000円（80,000円まで値引きする可能性がある）の場合

カテゴリー７ ー 100,000 80,000

価格説明資料の内容 提供する業務内容（保守費用等）について、事務局指定の価格説明資料にて、ソフトウェアAに対する役務業務の「業

務内容」及び「価格の内訳」を記入する。
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ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ



価格は次の流れで入力します。次ページの価格の入力例を参考にしながら入力してください。

ＩＴツールの標準販売価格の入力

＜ハードウェア一式＞の標準販売価格を入力してください。

➢ 本体及び申請する付属品の合計を入力してください。
➢ 同じ種類の付属品が複数ある場合、一番高い価格と本体価

格の合計を入力してください。

➢ 付属品のみの登録はできません。

ＩＴツールの最小販売価格の入力
➢ ＜ハードウェア一式＞に付属品を一切付帯しない最小販売

価格を入力してください。

➢ 販売店が顧客に販売する際の最大値引き後価格を入力し

てください。

価格設定の内訳の入力

➢ ＩＴツール価格に設定した金額の内訳を説明してください。

➢ 付属品がある場合は各種類の高い価格について説明して

ください。

（例）

以下の機器を登録する場合

・本体（POSレジ） ：50万円

・Aキャッシュドロワ ：10万円

・Bキャッシュドロワ :8万円

・Cレシートプリンタ :5万円

・Dレシートプリンタ :3万円

・Eカードリーダ :4万円

・Fカードリーダ :2万円

(標準販売価格）

本体50万

＋Aキャッシュドロワ10万

+Cレシートプリンタ5万

+Eカードリーダ4万

＝69万円

(最小販売価格）

本体50万

➢ 導入が予定される付属品を申告する場合、全ての価格資料が必要です。

➢ 導入が予定される付属品（Wi-Fiルータ・運搬費除く）を申告する場合、全ての機能資
料が必要です。

➢ カテゴリー8(ＰＣ・タブレット・プリンター・スキャナー・複合機)は、事前のＩＴツールの
登録は不要です。
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２－４ 大分類Ⅳ ハードウェアの価格の入力

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ



ハードウェアの入力例

大分類Ⅳハードウェアの価格の入力例です。登録申請するＩＴツールの内容に合わせて入力

してください。

No ハードウェアのタイプ例 選択する別売り付属品
ハードウェア価格

標準販売価格 最小販売価格

1

対面式レジとしてレシートプリンタ一体型のPOS専用機を使用。別売り付属品（キャッシュドロワ、カスタマーディスプレイ）も販売する場合

レジ種類

POSレジ

キャッシュドロワ カスタマーディスプレイ ☐ レシートプリンタ
645,000 300,000

価格設定の内訳（記載例）

POSレジ機器本体：600,000円（型番○○-○○）

キャッシュドロワ：20,000円

カスタマーディスプレイ：25,000円

《備考》

筐体一体型の場合は付属品選択は不要。単価がある場

合は本体機器に合算

例：レシートプリンタが内蔵されているPOS本体の場合

は、別売り付属品のレシートプリンタの選択は不要

2

対面式レジとしてPOS専用機を使用。機器本体と付属品（キャッシュドロワ、カスタマーディスプレイ）をセットを販売する場合

レジ種類

POSレジ

☐ キャッシュドロワ ☐ カスタマーディスプレイ ☐ レシートプリンタ
900,000 300,000

価格設定の内訳（記載例）

POS機器（型番○○-○○） 一 式 900,000円

（一式の内訳：本体、キャッシュドロワ、カスタマーディスプレイ）

《備考》

本体機器と付属品がセット販売 （別売りではない）の場

合、付属品選択は不要

一式の内訳を明記すること

3

セミ/フルセルフ式レジとして自動精算機を使用。バーコードリーダー、カードリーダー、レシートプリンタを標準搭載している場合

レジ種類

POSレジ

☐ バーコード/QRリーダ ☐ カードリーダ ☐ レシートプリンタ

運搬費
810,000 300,000

価格設定の内訳（記載例）

自動釣銭機本体：800,000円（型番○○-○○）

（バーコードリーダー、カードリーダー、レシートプリンタを標準搭載）

運搬費10,000円

《備考》

標準搭載している場合は付属品選択は不要
導入するか否か選択できる別売り付属品については付

属品選択を行う。（No.1参照）

運搬費がある場合は付属品選択を行う。

4

レジ機器に汎用PCを使用。別売り付属品（キャッシュドロワ、カスタマーディスプレイ、Wi-Fiルータ）も販売する場合

レジ種類

モバイルPOSレジ

キャッシュドロワ カスタマーディスプレイ Wi-Fiルータ
270,000 200,000

価格設定の内訳（記載例）

PC本体：200,000円

キャッシュドロワ：20,000円

カスタマーディスプレイ：25,000円

Wi-Fiルータ：25,000円

《備考》

付属品選択にないマウスやキーボード等の必要最低限

の機器はPC本体価格に合算

5

レジ機器に汎用タブレットを使用。別売り付属品（キャッシュドロワ、カスタマーディスプレイ、レシートプリンタ）を販売する場合

レジ種類

モバイルPOSレジ

キャッシュドロワ カスタマーディスプレイ レシートプリンタ
200,000 100,000

価格設定の内訳（記載例）

タブレット本体：100,000円

キャッシュドロワ：20,000円

カスタマーディスプレイ：25,000円

レシートプリンタ：55,000円

《備考》

レジ機器として使用するタブレットを申請

6

オーダーと支払いをセルフで完結できるタッチパネル券売機を販売する場合

レジ種類

券売機

☐ バーコード/QRリーダ ☐ カードリーダ ☐ レシートプリンタ

運搬費
1,810,000 600,000

価格設定の内訳（記載例）

券売機本体：1,800,000円（型番○○-○○）

運搬費10,000円

《備考》

付属品が内蔵されたオールインワン筐体は付属品選択

は不要
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ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ



価格は次の流れで入力します。次ページの価格の入力例を参考にしながら入力してください。

価格設定（自由記載）の入力

初期費用の上限価格を入力してください。
初期費用が発生しない場合は、「0」を入力してください。

以下の3つのサービスのいずれか１つ以上の価格を入力してくだ
さい。

サイバーセキュリティお助け隊サービスのサービス基準等については独立行政法人情報
処理推進機構（IPA）にお問合せください。

Email：isec-otasuketai@ipa.go.jp

① ネットワーク監視型サービス（UTM等）1台当たりの月額費用

② 端末監視型サービス（EDR等）１ライセンス当たりの月額費用

③ ネットワーク監視・端末監視併用型の月額費用と機器の内訳（パッケージ提供価格）

初期費用及び月額費用について、その内訳をできるだけ詳細に

説明してください。

➢ ネットワーク監視型サービス（UTM等）1台当たりの月額費用を入力してください。

➢ 端末監視型サービス（EDR等）１ライセンス当たりの月額費用を入力してください。
➢ ネットワーク監視・端末監視併用型の月額費用（パッケージ提供価格）と機器の内訳の、代表的な例を1

～3つ入力してください。（P.44参照）

【ネットワーク監視•端末監視併用型の入力項目】

43 目次に戻る

２－５ 大分類Ⅴ サイバーセキュリティお助け隊サービスの価格の入力

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

ネットワーク監視・端末監視併用型の機器の月額費用（パッケージ提供価格）と機器の
内訳について

※「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」に掲載された価格を超えた金額での登録はでき

ません。

※サイバーセキュリティお助け隊サービスのネットワーク監視型及び併用型の場合、補助対象となる

UTM等のネットワーク監視装置の導入数量は1台のみです。

お助け隊サービスの1類・2類選択

月額費用の入力

初期費用（上限価格）の入力

登録するお助け隊サービスの種類を「1類」または「2類」から選

択してください。

mailto:isec-otasuketai@ipa.go.jp


ネットワーク監視型サービス（UTM等）の例
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販売パターン 初期費用 月額費用（UTM等） 月額費用（EDR等）
月額費用（併用型）

価格/機器の内訳（UTM等台数・EDR等台数）

1 初期費用がない場合

0 10,000 ー ー

価格設定（自由記載）（記載例）
初期費用：無料
月額費用：10,000円/台

2 初期費用が固定で必要になる場合

100,000 10,000 ー ー

価格設定（自由記載）（記載例）
初期費用：初期登録作業料・設置・設定 100,000円/台
月額費用：10,000円/台

3
導入先により初期費用の有無が変わる場
合

100,000 10,000 ー ー

価格設定（自由記載）（記載例）
初期費用：（お客様で設置・設定の場合）０円、（技術スタッフによる設置・設定の場合）100,000円/台
月額費用：10,000円/台

4
初期費用の価格が条件により変動する場
合

200,000 10,000 ー ー

価格設定（自由記載）（記載例）
初期費用：初期登録作業料・設置・設定 0円～200,000円/
台 月額費用：10,000円/台

端末監視型サービス（EDR等）の例

販売パターン 初期費用 月額費用（UTM等） 月額費用（EDR等）
月額費用（併用型）

価格/機器の内訳（UTM等台数・EDR等台数）

5 初期費用がない場合

0 ー 2,000 ー

価格設定（自由記載）（記載例）
初期費用：０円
月額費用：2,000円/Lic

6
初期費用が導入数に合わせて発生する場
合

230,000 ー 2,000 ー

価格設定（自由記載）（記載例）
初期費用：初期登録作業料・設置・設定 30,000円＋2,000円/Lic 最 大 100台を想定。
月額費用：2,000円/Lic

※初期費用は想定される最大
Lic数の価格を入力してくださ
い。

7
導入先により初期費用の有無が変わる場
合

500,000 ー 2,000 ー

価格設定（自由記載）（記載例）

初期費用：（お客様で設置・設定の場合）０円、
（技術スタッフによる設置・設定の場合）5,000円/Lic 最 大 100Licを想定。
月額費用：2,000円/Lic

※初期費用が条件により変動す
る場合はその内容を説明してくだ
さい。

8
導入数により初期費用の単価が変動する場
合

500,000 ー 2,000 ー

価格設定（自由記載）（記載例）
初期費用：10Licまで10,000円/Lic、11Lic以上5,000円/Lic 最 大 100Licを想定。
月額費用：2,000円/Lic

※想定される最大の初期費用を
算定し入力してください。

ネットワーク監視•端末監視併用型の例

販売パターン 初期費用 月額費用（UTM等） 月額費用（EDR等）
月額費用（併用型）

価格/機器の内訳（UTM等台数・EDR等台数）

3パターン入力が可能です

9 初期費用がない場合

0 10,000 2,000 12,000

価格設定（自由記載）（記載例）
月額費用：UTM10,000円/台、EDR2,000円/Lic
（パッケージ1）UTM×1台、EDR×1Lic、 （パッケージ2）UTM×1台、EDR×5Lic、（パッケージ3）UTM×1台、EDR×10Lic

10 初期費用が固定で必要になる場合

200,000 10,000 2,000 12,000

価格設定（自由記載）（記載例）

初期費用：初期登録作業料・設置・設定 200,000円
月額費用：UTM10,000円/台、EDR2,000円/Lic

（パッケージ1）UTM×1台、EDR×1Lic、 （パッケージ2）UTM×1台、EDR×5Lic、（パッケージ3）UTM×1台、EDR×10Lic

11
導入先により初期費用の有無が変わる場
合

500,000 10,000 2,000 12,000

価格設定（自由記載）（記載例）

初期費用：初期登録作業料・設置・設定 0円～500,000円
月額費用：UTM10,000円/台、EDR2,000円/Lic

（パッケージ1）UTM×1台、EDR×1Lic、 （パッケージ2）UTM×1台、EDR×5Lic、（パッケージ3）UTM×1台、EDR×10Lic

12
導入数により初期費用の単価が変動する場
合

520,000 10,000 2,000 12,000

価格設定（自由記載）（記載例）

初期費用：初期登録作業料・設置・設定UTM1台当たり20,000円、EDR1Lic当たり5,000円 ※UTM×1、EDR×100 を最
大と想定

月額費用：UTM10,000円/台、EDR2,000円/Lic
（パッケージ1）UTM×1台、EDR×1Lic、 （パッケージ2）UTM×1台、EDR×5Lic、 （パッケージ3）UTM×1台、EDR×10Lic

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

サイバーセキュリティお助け隊サービスの入力例

２．ネットワーク監視・端末監視併用型のパッケージ1には、UTM等1台及びEDR等1Licの例を入力してください。パッ
ケージ2及びパッケージ３を記入する場合は、主に販売する代表パターンを入力してください。

3．ネットワーク監視型及び併用型の場合、補助対象となるUTM等のネットワーク監視装置の導入数量は1台のみです。

１．お助け隊サービス1類・2類は、「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」に掲載された価格以下である必要があ
ります。なお、お助け隊サービス1類については以下の条件も満たしている必要があります。
ネットワーク監視型サービス（UTM等）：1台あたり月額1万円以下（税抜）
端末監視型サービス（EDR等）：1ライセンスあたり月額2,000円以下（税抜）
ネットワーク監視と端末監視の併用型：上記の両方の条件を満たすこと。



1. 大分類Ⅲ役務を除くすべてのＩＴツールの場合に記載が必要な項目

以下の内容を全て確認できる説明資料を任意書式（ＰＤＦ形式）で提出してください。
① IT導入支援事業者名
② ITツール名
③ 料金表、カタログ 、プラン一覧等の価格がわかるもの（見積書は不可）。
④ 価格は税抜又は税込かが明記されていること。
⑤ 上限の定めがある表記となっていること。

（例）
1,000円～等の表記になっていないこと。

⑥ 料金体系（標準販売価格、ライセンス価格等）ごとに価格が記載されていること。
⑦ システム上で入力する「価格設定の内訳」と整合性がとれる内容となっていること。
⑧ 導入事例・実績

※過去の導入事例・実績を説明したもの。

【IT導入支援事業者名】

株式会社〇〇〇

【ITツール名】

△△△販売管理

価格説明資料

【ITツールの価格】

ソフトウェア(ITツール）の標準販売価格（税抜）：1,000,000円

ライセンス1の標準販売価格（税抜）：120,000円

ライセンス2の標準販売価格（税抜）：24,000円

過去の導入事例・実績の説明
※URLのみの記載は不可

45 目次に戻る

タイトル「価格説明資料」の記載

申請するＩＴツール名と一致する名称

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

２－６ 価格説明資料

ＩＴツール登録の手引き

（書式例）

PDF形式で提出してください。

申請するＩＴツール名と申請する価格と
一致する内容

【導入事例・実績】

・２０YY年MM月 導入社数 ３０００社達成

・AA株式会社、BB会社、CCホールディングス

ＩＴツール登録申請において価格説明資料の提出が必要です。

価格説明資料は記載が必要な項目が全て確認できるものでなければなりません。

十分に確認のうえ、提出してください。



2. 大分類Ⅲ役務のＩＴツールの場合

事務局が指定する様式に必要事項を記入のうえ、提出してください。
※詳細は、様式内の記入方法又はITツール登録要領を参照ください。

46 目次に戻る

２－６ 価格説明資料(続き）

ＩＴツール登録の手引き

Excel形式で提出してください。

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

（業務内容）

（価格の内訳）

【指定様式イメージ】



申請する分類・カテゴリーを問わず、ＩＴ導入補助金の過年度事業等を含む平均的な市場価格を大幅
に上回る場合、「申請価格理由書」を求めます。理由書は任意書式（PDF形式）で提出してください。

① ＩＴ導入支援事業者名
② ＩＴツール名
③ 価格設定の詳細な理由が記載されていること。
④ 類似ITツールとの価格及び機能を比較した内容が記載されていること。

※類似ＩＴツールとの価格及び機能を比較した表等により、価格設定の理由を説明すること。
※理由の説明には、リリース直後の開発費用の資金回収計画や、マーケットに対する希少性
の内容等、具体的な内容を記載してください。）

基準としている価格について事務局へお問合せいただいてもお答えしておりません。

【IT導入支援事業者名】

株式会社〇〇〇

【ITツール名】

△△△販売管理

【価格設定理由】

申請価格理由書

①

②

③

マーケットに対する希少性の内容等、
具体的な内容を用いて価格の説明を
してください。
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タイトルをつけてください。

申請するＩＴツール名と一致する名称

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

２－７ 申請価格理由書

ＩＴツール登録の手引き

（書式例）

PDF形式で提出してください。

リリース直後の開発費用の資金回収計
画等、具体的な内容を用いて価格の説
明をしてください。

④ 【類似ITツールとの比較】



３． ＩＴツールの登録フロー

1. 登録フロー

2. ステータスについて

3. 事務局からの連絡

4. 登録済みITツール情報の変更

5. ITツールの申請取下げ・登録解除

6. 要入力項目早見表

ITツール登録の手引き
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コンソーシアムの場合の注意点

コンソーシアムの構成員がＩＴツールを申請する場合、コンソーシアムの幹事社の承認が
必要です。 ＩＴツールの情報を入力した段階では、事務局へ情報は届いておりませんので
ご注意ください。

また、コンソーシアム幹事社の方は構成員から上がってくるＩＴツールの申請について、内
容をご確認いただき、承認・事務局へ申請を行ってください。

３. ＩＴツールの登録フロー

３－１ 登録フロー

ＩＴツールの新規登録から申請（及び再申請等）の流れは以下の通りです。

【ＩＴツール登録申請フロー図】

ＩＴツール登録の手引き

新規登録
不備差戻し•不備
訂正・申請取下げ

登録解除
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内容確認
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／
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頼

法人（単独）
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幹事社

コンソーシアム
幹事社

法人（単独）

構成員

法人（単独）

コンソーシアム
幹事社

不備がない場合⑤登録完了

コンソーシアム
幹事社

コンソーシアム
幹事社

構成員

内容確認 内容確認

コンソーシアム
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①
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頼



３－２ ステータスについて
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ＩＴツール登録の手引き

ＩＴツールのステータス欄で申請の進捗状況が確認できます。ステータス一覧は以下の通りです。

ステータス 定義

未入力 申請前かつ登録情報入力前の状態です。

入力中 法人(単独)・幹事社が登録情報を入力している状態です。

入力済※１ 初回登録時に法人(単独)・幹事社が登録情報の入力を完了した状態です。

構成員入力中 構成員が登録情報を入力している状態です。

幹事社承認待ち 構成員が登録情報の入力を完了した状態です。

幹事社差戻し 幹事社が構成員の登録情報を差し戻し、構成員が訂正を行える状態です。

幹事社承認済※1 初回登録時に構成員が入力した登録情報を幹事社が承認した状態です。

審査中 事務局にて申請内容を審査している状態です。

要訂正 登録申請で不備が見つかり、事務局から不備が通知された状態です。

不備訂正中 法人(単独)・幹事社が不備内容について対応可能な状態です。

構成員不備訂正中 構成員が不備内容について対応可能な状態です。

構成員不備訂正済
(幹事社承認待ち)

構成員が不備内容について対応を完了した状態です。

構成員
不備訂正差戻し中※２

追加登録時に幹事社が構成員の登録情報を差し戻し、構成員が不備内容について
対応可能な状態です。

審査完了 審査が完了し、登録完了した状態です。

目次に戻る

法人(単独)へのお知らせ

分類 内容

不備通知メール
(ITツール情報)

ITツール登録申請情報に不備があり、事務局が差し戻したことを通知します。
IT事業者ポータルから不備内容を確認のうえ、速やかに不備訂正を行ってくだ
さい。

ITツール情報変更
(申請なし)完了メール

ITツール情報の情報変更（申請なし）が完了したことを通知します。

ITツール情報
申請取下げ完了メール

ITツール情報の申請取下げが完了したことを通知します。

ITツール情報
登録解除完了メール

ITツール情報の登録解除が完了したことを通知します。

ITツール登録可否
通知メール

ITツール登録申請の登録可否を通知します。

審査の結果、ＩＴツールの内容について不明点がある場合や、登録が完了した時など、ＩＴ事業者ポータル上の表
示とは別に事務局よりご連絡をさせていただきます。内容をご確認いただき速やかにご対応をお願いします。

3－３ 事務局からの連絡

※１ 追加登録時は「審査中」と表示されます。

※２ 初回登録時は「幹事社差戻し」と表示されます。
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目次に戻る

コンソーシアム幹事社へのお知らせ

分類 内容

不備通知メール
(ITツール情報)

幹事社のITツール登録申請情報に不備があり、事務局が差し戻したことを
通知します。IT事業者ポータルから不備内容を確認のうえ、速やかに不備訂
正を行ってください。

ITツール情報変更(申請なし)
完了メール

幹事社のITツール情報の情報変更（申請なし）が完了したことを通知します。

構成員担当のITツール情報変
更(申請なし)完了メール

構成員のITツール情報の情報変更（申請なし）が完了したことを通知します。

ITツール情報
申請取下げ完了メール

幹事社のITツール情報の申請取下げが完了したことを通知します。

構成員担当のITツール情報
申請取下げ完了メール

構成員のITツール情報の申請取下げが完了したことを通知します。

ITツール情報
登録解除完了メール

幹事社のITツール情報の登録解除が完了したことを通知します。

構成員担当のITツール情報
登録解除完了メール

構成員のITツール情報の登録解除が完了したことを通知します。

ITツール登録可否通知メール 幹事社のITツール登録申請の登録可否を通知します。

構成員担当の
ITツール登録可否通知メール

構成員のITツール登録申請の登録可否を通知します。

コンソーシアム構成員へのお知らせ

分類 内容

不備通知メール
(ITツール情報)

構成員のITツール登録申請情報に不備があり、事務局が差し戻したことを通
知します。構成員ポータルから不備内容を確認のうえ、速やかに不備訂正を
行ってください。

構成員担当のITツール情報変
更(申請なし)完了メール※

構成員のITツール情報の情報変更（申請なし）が完了したことを通知します。

ITツール情報
申請取下げ完了メール※

構成員のITツール情報の申請取下げが完了したことを通知します。

ITツール情報
登録解除完了メール※

構成員のITツール情報の登録解除が完了したことを通知します。

ITツール登録可否通知メール 構成員のITツール登録申請の登録可否を通知します。

3－３ 事務局からの連絡（続き）

※幹事社にも同じ内容が送信されます。



＜構成員の変更追加・情報変更（申請なし）の流れ＞

①幹事社がIT事業者ポータルのITツール一覧から変更したい登録済みITツールを検索する(幹事社)

②ITツール確認画面から【情報変更依頼(申請なし）】又は【変更追加依頼】を押下する(幹事社)

③構成員ポータルから、依頼があったITツール情報を変更し、幹事社へ承認を依頼する(構成員)

④ IT事業者ポータルで構成員情報の登録内容を承認する(幹事社)

⑤-1 [変更追加の場合]事務局に申請内容が通知される

⑤-2 [情報変更(申請なし)の場合]幹事社の承認をもって登録申請完了

３－4 登録済みITツール情報の変更
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ＩＴツール登録の手引き

＜変更追加の注意点＞

➢ 変更追加の審査中のＩＴツールを交付申請する場合、変更追加前のITツール情報で交付申請を行うこ
とになるため、留意してください。

➢ インボイス枠（電子取引類型）のＩＴツールを登録する場合は、 【インボイス枠（電子取引類型）での導

入を希望する】を選択してください。

ステータス

①変更追加申請・・・ 変更追加の申請が完了し、事務局による再審査が行われている状態です。

②変更審査完了・・・ 変更追加の結果が反映されています。資料不足等により「審査ＮＧ」となった項目は変更
前の情報のままです。

変更審査完了変更追加申請

情報変更（申請なし）

ＩＴツール管理コード、ＩＴ補助金ホームページへの掲載の有無の2点は、常時変更を行うことが可能

です。審査もありません。

登録済みITツール情報を変更する方法には変更追加と、情報変更（申請なし）の、２種類があります。

３－5 ITツールの申請取下げ・登録解除

登録解除
審査完了後に登録されたＩＴツール情報を削除（登録解除）することができます。ただし、交付申請に使用

されているＩＴツールや変更追加申請中のＩＴツールは登録解除することができません。

変更追加 審査中

※画面イメージ

情報変更

変更追加 申請前 変更追加 完了後

ITツール情報 変更追加前のITツール情報 変更追加後のITツール情報

登録申請種別 申請時（審査提出前） 不備訂正時 情報変更（変更追加）時

先行登録 × 〇 ※1 〇 ※2

追加登録 〇 ※2 〇 ※2 〇 ※2

※１：ＩＴポータルの【IT事業者情報関連】⇒【取下げ】より、事業者情報自体を取り下げることができます。
※2:ＩＴ事業者ポータルの【ＩＴツール一覧】⇒【申請取下げ】より、ＩＴツール申請毎に取り下げることができます。

申請取下げ
ＩＴツールの申請取下げの可否は、ITツール登録申請の種別やステータスによって異なります。

変更追加
登録済みのＩＴツールは、再度審査を受けることで、情報を変更することが可能です。

変更追加申請中もＩＴツールのステータスは「登録済」のままで表示されます。



３－6 要入力項目早見表
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ＩＴツールの登録申請、変更追加、情報変更（申請なし）、IT導入補助金ホームページへの掲載にはそ
れぞれ下記の情報の入力が必要です。事前にご準備ください。

ＩＴツール登録の手引き

No 項目名

登録申請

変更追加
情報変更

（申請なし）

IT導入補助
金ホームペー
ジへの掲載

ソフトウェア

オプション 役務 ハードウェア

お助け隊

機能拡張 データ連携
ツール

セキュリティ

導入コンサル
ティング・
活用コンサ
ルティング

導入設定・

マニュアル

作成・

導入研修

保守
サポート

PC・タブ レット・

プリンター・ス

キャナー・複合機

POSレジ・モバ

イルPOSレジ・券

売機

1 先行登録ツールの入力担当者（先行登録のみ） ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ー ー

2 宣誓事項1～５ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ー ー ー

3 ITツール登録担当者、メールアドレス、連絡先 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ○ ー ー

4 カテゴリー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ー ー ○

5 ITツール管理コード ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ー ○ ー

6 ITツール名 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ○ ー ○

7 開発メーカー ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ○ ○ ○ ー ー

8 開発メーカー名 ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ○ ○ ○ ー ー

9 本ITツールを導入するまでにかかる日数 ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ○ ○ ー ー ー

10 導入に係る作業（項目）内容 ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ○ ○ ー ー ー

11 実施者/販売者 氏名、社名、メールアドレス、連絡先TEL ー ー ー ー ○ ー ー ー ○ ー ○ ー ー

12 ITツール概要 (説明)/実施内容 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ○ ー ○

13 WEB掲載用URL ○ ー ー ー ー ー ー ー ○ ○ ○ ー ○

14 参考URL ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ○ ー ー

15 マスターファイル ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

16 自社が顧客へ導入した会社数 ○ ー ー ー ー ー ー ー ○ ○ ー ー ー

17 販売を開始した日 ○ ー ー ー ー ー ー ー ○ ○ ー ー ー

18 サイバーセキュリティお助け隊、登録番号 ー ー ー ○ ー ー ー ー ー ○ ー ー ー

19 レジ種類 ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ー ー ○

20 別売り付属品 ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ○ ー ○

21 ハードウェアに導入するソフトウェア名 ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ○ ー ○

22 販売形態 ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ○ ー ー

23 ソフトウェア（ITツール）の標準販売価格（税抜） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ー ○ ー ○

24 ソフトウェア（ITツール）の最小販売価格（税抜） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ー ○ ー ー

25 申請価格理由書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ー ー ○ ー ー

26 ソフトウェアに包有されているライセンス数 ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ○ ー ー

27 ライセンス形態 ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ○ ー ー

28 ライセンス１・２の標準販売価格（税抜） ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ○ ー ○

29 ライセンス１・２の最小販売価格（税抜） ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ○ ー ー

30 価格設定の内訳／価格設定（自由記載） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ○ ー ー

31 単位（オプション） ー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ー ー ○ ー ー

32 初期費用 上限価格（税抜） ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ○ ー ー

33 ネットワーク監視型サービス（UTM等）月額費用 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ○ ー ー

34 端末監視型サービス（EDR等）月額費用 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ○ ー ー

35 ネットワーク監視・端末監視併用型の月額費用 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ○ ー ー

36 代表業種 ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

37 プロセスの選択 ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ○

38 導入が可能なその他業種の選択 ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ○

39 会計・財務ソフトウェアの有無 ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ○

40 受発注関連ソフトウェアの有無 ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ○

41 決済関連ソフトウェアの有無 ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ○

4２ インボイス制度対応 ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ○

4３ クラウド化について ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ○

4４ 電子取引類型ITツールの申告 ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ー

4５ 質問事項1～1１ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

4６ 資料添付 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ○ ー ー

４７ ホームページへの掲載 ○ ー ー ー ー ー ー ー ○ ○ ー ○ ー

48 ITツール正式名称 ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ○ ー ○ ー ー

49 プロセスの概要説明、機能説明資料の該当ページ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ー

50 機能の概要説明、機能説明資料の該当ページ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ○ ー ー

51 役務の対象のソフトウェア ー ー ー ー ー ○ ○ ー ー ー ー ー ー

52 役務の該当業務 ー ー ー ー ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー



４． 交付申請における留意事項（ＩＴツール）

1. 通常枠（補助金申請額５万円～１５０万円未満）の場合

2. 通常枠（補助金申請額１５０万円～４５０万円以下）の場合

3. セキュリティ対策推進枠の場合

4. インボイス枠（インボイス対応類型）の場合

5. インボイス枠（電子取引類型）の場合

ITツール登録の手引き



４. 交付申請における留意事項（ITツール）
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ＩＴツール登録の手引き

４－１ 通常枠（補助金申請額５万円～１５０万円未満）の場合

+

+

+

ソフトウェア
（業務プロセス)

ソフトウェア
（汎用プロセス)

オプション

オプション + 役務

+

ソフトウェア
（業務プロセス)

ソフトウェア
（業務プロセス)

ソフトウェア
（業務プロセス)

ソフトウェア
（業務プロセス)

ソフトウェア
（業務プロセス)

Aｰ1

Aｰ2

Aｰ3

Aｰ4

Aｰ5

+

※業務プロセスが含まれていない
ソフトウェア
（汎用プロセス)

ソフトウェア
（汎用プロセス)

オプション

+ ハードウェア

※業務プロセスが含まれていない

※ハードウェアが含まれている

オプション + 役務 ※ソフトウェアが含まれていない

Aｰ6

Aｰ7

Aｰ8

Aｰ9

ソフトウェア
（業務プロセス)

申請可能パターン例

申請不可パターン例

※交付申請にはその他にも要件があります。
詳細は通常枠の公募要領をご確認ください。

【交付申請時のITツールの要件】

1. 大分類Ⅰソフトウェア、大分類Ⅱオプション、大分類Ⅲ役務のＩＴツールを組み合わせて交付申請
が可能です。

2. 業務プロセス（共P-01～各業種P-06）を1種類以上含む大分類Ⅰソフトウェアが１つ以上含ま
れている必要があります。
※汎用プロセス（汎P-07）のみでは交付申請はできません。

※プロセス表については、ITツール 登録要領（P.30）を参照

➢ 大分類Ⅳハードウェアは申請不可

➢ 大分類Ⅴサイバーセキュリティお助け隊
サービスは申請不可

https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_koubo_tsujyo.pdf
https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_touroku_it_tool.pdf#page=31


申請不可パターン例

オプション 役務+

Bｰ1

Bｰ6

Bｰ2

Bｰ3

Bｰ4

Bｰ5

ソフトウェア
（業務プロセス4種類)

ソフトウェア
（業務プロセス3種類)

ソフトウェア
（業務プロセス2種類)

ソフトウェア
（業務プロセス1種類)

ソフトウェア
（業務プロセス3種類)

ソフトウェア
（業務プロセス1種類)

ソフトウェア
（業務プロセス4種類)

ソフトウェア
（汎用プロセス)

ソフトウェア
（業務プロセス4種類)

+

+

+

オプション

役務

ソフトウェア
（汎用プロセス)

Bｰ7

Bｰ8

Bｰ9

Bｰ10

※プロセスが4種類以上ない

ソフトウェア
（業務プロセス3種類)

ソフトウェア
（業務プロセス2種類)

ソフトウェア
（汎用プロセス)

ソフトウェア
（業務プロセス3種類)

ソフトウェア
（業務プロセス４種類)

オプション

ハードウェア

+

+

+

+

+

+

+

+ ※ハードウェアが含まれている

※プロセスが4種類以上ない

※プロセスが4種類以上ない
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４－２ 通常枠（補助金申請額１５０万円～４５０万円以下）の場合

ＩＴツール登録の手引き

申請可能パターン例

ソフトウェア
（汎用プロセス)

【交付申請時のITツールの要件】

1. 大分類Ⅰソフトウェア、大分類Ⅱオプション、大分類Ⅲ役務のＩＴツールを組み合わせて交付申

請が可能です。

2. 大分類Ⅰソフトウェアが保有する業務プロセス（共P-01～各業種P-06）と汎用プロセス（汎

P-07）の中から４種類以上含まれていなければなりません。

※汎用プロセス（汎P-07）のみでは交付申請はできません。

➢ 大分類Ⅳハードウェアは申請不可

➢ 大分類Ⅴサイバーセキュリティお助け隊
サービスは申請不可

※交付申請にはその他にも要件があります。
詳細は通常枠の公募要領をご確認ください。

※プロセス表については、ITツール 登録要領（P.30）を参照

https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_koubo_tsujyo.pdf
https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_touroku_it_tool.pdf#page=31


４－3 セキュリティ対策推進枠の場合

申請可能パターン例

申請不可パターン例

Eｰ1

ソフトウェア

+
※上記２点ともに、サイバーセキュリティお助け隊サービス以外のＩＴツールが組み合わされている

+
※サイバーセキュリティお助け隊サービスを重複して申請している

Eｰ2

Eｰ3

Eｰ4

+

オプションソフトウェア +

サイバーセキュリティお
助け隊サービス

※交付申請にはその他にも要件があります。
詳細はセキュリティ対策推進枠の公募要領をご確認ください。
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ＩＴツール登録の手引き

【交付申請時のITツールの要件】

1. 大分類Ⅴサイバーセキュリティお助け隊サービスのみの申請であることが必要です。

2. カテゴリー１０（サイバーセキュリティお助け隊サービス）以外のＩＴツールを組み合わせることは

できません。また、異なる「サイバーセキュリティお助け隊サービス」同士を組み合わせることも

できません。

【他の類型との重複申請】

通常枠やインボイス枠（インボイス対応類型）において、カテゴリー４（セキュリティ）で既にサイバーセ

キュリティお助け隊サービスを申請し、交付決定を受けた場合、重複してカテゴリー１０(サイバーセ

キュリティお助け隊サービス)を申請することはできません。

57

サイバーセキュリティお
助け隊サービス

サイバーセキュリティお
助け隊サービス

サイバーセキュリティお
助け隊サービス

サイバーセキュリティお
助け隊サービス

https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_koubo_security.pdf


４－４ インボイス枠（インボイス対応類型）の場合

申請可能パターン例

申請不可パターン例

Cｰ1
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Cｰ2

Cｰ3

Cｰ4

ソフトウェア
（会計)

ソフトウェア
（会計)

ソフトウェア
（会計•受発注) +

ハードウェア
（カテゴリー８）

ソフトウェア
（会計•受発注•決済以外)

ソフトウェア
（会計)

ソフトウェア
（汎用プロセス)

+

+

+

ソフトウェア
（受発注)

オプション 役務+
ソフトウェア
（会計) +

オプション

※「会計」「受発注」「決済」のいずれも含まれていない

※「会計」「受発注」「決済」以外が組み合わされている

ソフトウェア
（会計) +

Cｰ6

Cｰ7

Cｰ8 ソフトウェア
（会計•受発注•決済以外)

ソフトウェア
（決済) +

ハードウェア
（カテゴリー９）+ 役務Cｰ５

ＩＴツール登録の手引き

【交付申請時のITツールの要件】

1. 大分類Ⅰソフトウェア、大分類Ⅱオプション、大分類Ⅲ役務、大分類ⅣハードウェアのＩＴツールを

組み合わせて交付申請が可能です。

2. 大分類Ⅰソフトウェアは、インボイス制度に対応しているソフトウェアでなければなりません。

3. 「会計」「受発注」「決済」のいずれか１つ以上の機能を有する大分類ⅠソフトウェアのITツールが

１つ以上含まれていることが必要です。

※「会計」「受発注」「決済」以外のソフトウェアを組み合わせて申請することはできません。

4. それぞれののＩＴツールが有する「会計」「受発注」「決済」の機能の数を合算します。ただし、同一

の機能の場合は合算しません。

（例）

「会計」機能を有するソフトウェアを２つ申請した場合、機能数は１機能となる。

※インボイス枠（インボイス対応類型）は機能数と補助金額等によって補助率が変わるほか、その他にも要件があります。
詳細はインボイス対応類型の公募要領をご確認ください。

※「会計」「受発注」「決済」以外が組み合わされている

https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_koubo_invoice.pdf


４－５ インボイス枠（電子取引類型）の場合

※交付申請にはその他にも要件があります。
詳細はインボイス枠（電子取引類型）の公募要領をご確認ください。

申請可能パターン例

申請不可パターン例

Dｰ1 ソフトウェア
（電子取引対応)

ソフトウェア
(電子取引対応して

いない)

ソフトウェア
（電子取引対応)

ソフトウェア
（汎用プロセス)+ ※２種類以上のITツールを組み合わせできません。

ソフトウェア
（電子取引対応) + ※２種類以上のITツールを組み合わせできません。

Dｰ2

Cｰ3

Cｰ4 ソフトウェア
（会計•受発注•決済以外)

ソフトウェア
（電子取引対応) + ※２種類以上のITツールを組み合わせできません。

ハードウェア
（カテゴリー９)

Cｰ5

ソフトウェア
（電子取引対応)

Dｰ１

+ ソフトウェア
（電子取引対応)

※２種類以上のITツールを組み合わせできません。

※電子取引類型の対応ITツールであると申告され
ていない場合は、交付申請できません。

目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

【交付申請時のITツールの要件】

1. 「会計」「受発注」「決済」の3つの機能のうち、「受発注」機能を有する大分類Ⅰソフトウェアであ

り、かつ

５つの要件（P.14)を全て満たさなくてはなりません。

2. 電子取引対応のソフトウェアは１種類のみ交付申請が可能です。
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https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/it2025_koubo_denshi.pdf


５． 実績報告における留意事項（ITツール）

1. 実績報告における留意事項

ITツール登録の手引き



実績報告の検査にて、交付決定を受けたＩＴツール以外の費用が含まれていると判断され

た場合や、対象外経費など要件を満たさない経費が含まれていると判断された場合は、補

助対象経費とはなりません。

注）複数のソフトウェアや役務・オプション・ハードウェア等の経費を混在させて１つのＩＴツー

ルとして登録することはできません。【ソフトウェア】、【オプション】、【役務】、【ハードウェア】は

それぞれ個別にＩＴツール登録を行ったうえで、交付申請時に選択してください。

請求明細書に明示された【製品名】、【価格】、【パッケージ内容】等が、交付決定を受けたＩＴツー
ルの情報と一致しているかを確認します。

ＩＴツール名と請求明細書の費目が一致することが望ましいですが、ＩＴツール名と請求明細書に
記載される商品名の一致が確認しづらいものは、ＩＴツール登録時のＩＴツール概要に明示をす
るか、請求明細書にＩＴツール名やＩＴツールNoを明示する等の対応をお願いします。

一致が確認できない場合、追加の説明や資料を求めることになりますが、それによっても確認
できない場合は、補助対象外と判断されることがあります。

補助事業者は交付決定後、交付決定を受けたＩＴツールを購入してＩＴツールを導入します。

補助事業が完了したら、補助事業者は事務局へ実績報告を行っていただきます。

事務局は報告された補助事業について、交付申請に基づき正しく実施され、経費が適正に支出され

たことを検査します。検査の際に、必要に応じて現地調査及びヒアリング等を行う場合があります。

実績報告時に以下の点が必要となることにも留意して、ＩＴツール登録を行ってください。

目次に戻る

５. 実績報告における留意事項（ITツール）

５－１ 実績報告における留意事項

ＩＴツール登録の手引き
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交付決定を受けたＩＴツールの登録情報と請求明細書の内容が一致することが必要です

ＩＴツールの登録情報に含まれない費用が混在しないことが必要です

大分類Ⅲ役務を交付申請した場合、実績報告時に以下の内容を、事務局の指定様式にて報告す
る必要があります。

※事務局の指定様式については、別途ご案内します。

・実際に実施した業務内容及び要した費用

・実績報告後に実施する業務内容及び要する費用

注）登録された業務以外の業務が実施されている場合、実際に実施した業務内容と実績報告
額の整合性が確認できない場合や実態のない業務内容を実施したものとして報告した場合
は、補助対象外又は交付決定の取消しとなる場合があります。

大分類Ⅲ役務については、

実施内容説明資料（事務局の指定様式）による実績報告が必要です



６． ＩＴツール情報の入力画面イメージ

1. 大分類Ⅰ ソフトウェアの入力画面イメージ

2. 大分類Ⅱ オプションの入力画面イメージ

3. 大分類Ⅲ 役務の入力画面イメージ

4. 大分類Ⅳ ハードウェアの入力画面イメージ

5. 大分類Ⅴ サイバーセキュリティお助け隊サービスの入力画面イ
メージ

ITツール登録の手引き



６－１ 大分類Ⅰ ソフトウェアの入力画面イメージ（１/9）

63 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

６. ＩＴツール情報の入力画面イメージ

【コンソーシアム構成員から選択】を選んだ場合

構成員の登録リストが表示されます。ITツール
登録担当となる構成員を選択してください。
※幹事社画面の例です。

※「×ボタン」が表示されませんが枠外を押下いただくことで前の画
面に戻ることができます。

STEP ２

STEP ３

1 登録するＩＴツール情報を入力してください。

※画面イメージ

※画面イメージ

※画面イメージ

各画面において必須項目を入力し、正常に画面遷移ができた場合に、画面遷移前ま
での入力情報が一時保存されます。入力途中の場合、入力情報は保存されませんの
でご留意ください。

STEP １

コンソーシアムの場合、

ITツールの入力担当者

を選択してください。

※画面イメージ



64 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

1 登録するＩＴツール情報を入力してください。

STEP ５
※画面イメージ

※画面イメージ

STEP ４

他社製品の場合、開発メーカー名を入力してく
ださい。

※画面イメージ

６－１ 大分類Ⅰ ソフトウェアの入力画面イメージ（2/9）

【入力補助機能】

IT導入補助金2024又はIT導入補助金２０２５
に登録したITツール情報を反映する場合は、IT
ツールを検索し、該当するITツールNoを選択
してください。

※反映された情報を十分確認し、最新の情報に
変更すべき項目は修正してください。



65 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

1 登録するＩＴツール情報を入力してください。

価格が高額の場合、申請価格理由書の添付が
必要です。

※価格の入力については、本手引きの「２．IT
ツールの価格の登録」をご覧ください。

※画面イメージ

STEP ６
※画面イメージ

６－１ 大分類Ⅰ ソフトウェアの入力画面イメージ（3/9）



66 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

1 登録するＩＴツール情報を入力してください。

STEP ６

【A.ライセンス販売あり】を選択した場合、ライセ
ンスの標準販売価格及び最小販売価格等を入力
してください。

※画面イメージ

※画面イメージ

６－１ 大分類Ⅰ ソフトウェアの入力画面イメージ（4/9）



67 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

1 登録するＩＴツール情報を入力してください。

【すべての業種向け（業種を問わない）】

以外を選択した場合、業種固有プロセ

スP-06が表示されます。

STEP ７ ※画面イメージ

※画面イメージ

６－１ 大分類Ⅰ ソフトウェアの入力画面イメージ（5/9）

ソフトウェアの有するプロセスについて、
ソフトウェアのどの機能が選択したプロセ
スに該当するのか及び各機能の概要説明
を入力してください。

各機能に関する説明が記載されている機
能説明資料のページ番号を入力してくだ
さい。



68 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

1 登録するＩＴツール情報を入力してください。

【インボイス枠（電子取引類型）での導入を希望する】
を選択した場合、追加の入力項目が表示されます。

STEP ８
※画面イメージ

※画面イメージ

６－１ 大分類Ⅰ ソフトウェアの入力画面イメージ（6/9）

STEP ９



69 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

1 登録するＩＴツール情報を入力してください。

【インボイス枠（電子取引類型）で
の導入を希望する】を選択した場
合、追加の入力項目が表示され
ます。

STEP １０
※画面イメージ

６－１ 大分類Ⅰ ソフトウェアの入力画面イメージ（7/9）



70 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

1 登録するＩＴツール情報を入力してください。

【対応済】を選択した場合、追加の入力項目が
表示されます。インボイス説明資料には、イン
ボイス対応が確認できる証憑のサンプルを添
付してください。

STEP １1 STEP １2

STEP １3

※画面イメージ※画面イメージ

※画面イメージ
※画面イメージ

６－１ 大分類Ⅰ ソフトウェアの入力画面イメージ（8/9）



71 目次に戻る

1 ここまでに入力した内容を確認してください。

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

不備訂正時のみ事務局への連絡手段として「備考欄」が表示されます。本欄にて申請情報の変更やそ

の他問合せ等のご対応は受付できかねますので、ご注意ください。

STEP  １５
※画面イメージ

６－１ 大分類Ⅰ ソフトウェアの入力画面イメージ（9/9）

登録申請が完了します。

※画面イメージ

STEP １4



６－2 大分類Ⅱ オプションの入力画面イメージ（１/４）

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

2 登録するＩＴツール情報を入力してください。

72 目次に戻る

各画面において必須項目を入力し、正常に画面遷移ができた場合に、画面遷移前ま
での入力情報が一時保存されます。入力途中の場合、入力情報は保存されませんの
でご留意ください。

【コンソーシアム構成員から選択】を選んだ場合

構成員の登録リストが表示されます。ITツール
登録担当となる構成員を選択してください。
※幹事社画面の例です。

※「×ボタン」が表示されませんが枠外を押下いただくことで前の画
面に戻ることができます。

STEP ２

STEP ３

※画面イメージ

※画面イメージ

※画面イメージ

STEP １

コンソーシアムの場合、

ITツールの入力担当者

を選択してください。

※画面イメージ



【セキュリティ】を選択した場合Step5でこちら
の画面が表示されます。

STEP ４

73 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

2 登録するＩＴツール情報を入力してください。

STEP 4

STEP 5

※画面イメージ

【はい】を選択した場合は、登録番号を入力し
てください。

※画面イメージ

※画面イメージ

６－2 大分類Ⅱ オプションの入力画面イメージ（２/４）

STEP 5

入力補助機能についてはP.64をご覧ください。



74 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅲ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

2 登録するＩＴツール情報を入力してください。

大分類Ⅱ大分類Ⅰ

STEP ６ ※画面イメージ

➢ 価格が高額な場合、申請価格理由書の添付
が必要です。

➢ 【A.ライセンス販売あり】を選択した場合：
ライセンスの販売価格（標準販売価格/最小
販売価格）、 「価格設定の内訳」及び「単位」
が表示されるため、各項目を入力してくださ
い。

➢ 【B.ライセンス販売なし・SaaS・サブスクリ
プション】を選択した場合：
「価格設定の内訳」及び「単位」が表示されま
すので、各項目を入力してください。

➢ 選択する単位に合わせて各価格を入力して
ください。
例：箇月で登録する場合は月額費用で入力

➢ 選択する単位に合わせて各価格を入力して
ください。
例：箇月で登録する場合は月額費用で入力

➢ 価格の入力については、本手引きの「２．IT
ツールの価格の登録」をご覧ください。

価格の単位を選択してください。

６－2 大分類Ⅱ オプションの入力画面イメージ（３/４）



FINISH

目次に戻る

2 ここまでに入力した内容を確認してください。

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ
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STEP ７ STEP ８※画面イメージ ※画面イメージ

※画面イメージ

不備訂正時のみ事務局への連絡手段として「備考欄」が表示されます。本欄にて申請情報の変更やそ

の他問合せ等のご対応は受付できかねますので、ご注意ください。

６－2 大分類Ⅱ オプションの入力画面イメージ（４/４）

登録申請が完了します。

STEP ９



6－3 大分類Ⅲ 役務の入力画面イメージ（１/3）

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

3 登録するＩＴツール情報を入力してください。

目次に戻る76

各画面において必須項目を入力し、正常に画面遷移ができた場合に、画面遷移前ま

での入力情報が一時保存されます。入力途中の場合、入力情報は保存されませんの

でご留意ください。

STEP 3 ※画面イメージ

【コンソーシアム構成員から選択】を選んだ場合

構成員の登録リストが表示されます。ITツール
登録担当となる構成員を選択してください。
※幹事社画面の例です。

※「×ボタン」が表示されませんが枠外を押下いただくことで前の画
面に戻ることができます。

※画面イメージ

STEP ２
※画面イメージ

STEP １

コンソーシアムの場合、

ITツールの入力担当者

を選択してください。

※画面イメージ

入力補助機能についてはP.64をご覧ください。



77 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

3 登録するＩＴツール情報を入力してください。

STEP 4
※画面イメージ

実施者情報を入力してください。

実施する業務内容を選択してくださ
い。※複数選択可

価格説明資料の内容と一致している
ことが必要です。一致していない場
合、審査差戻しとなります。

「該当する業務分類」の選択内容に応
じて、選択できる業務内容が異なりま
す。

「該当する業種分類」の回答

①：導入コンサルティングのみ行う

②：活用コンサルティングのみ行う

③：導入コンサルティング、活用コンサ
ルティングの双方を行う

選択可能な業務内容

①：導入コンサルティングに該当する
業務内容のみ

②：活用コンサルティングに該当する
業務内容のみ

③：すべての業務内容
※③の場合に、導入コンサルティ
ングのみの業務内容しか選択され
ていない又は活用コンサルティン
グのみの業務内容しか選択されて
いない場合は、次画面遷移しませ
んのでご留意ください。

6－3 大分類Ⅲ 役務の入力画面イメージ（2/3）

※STEP3において、【導入コンサルティング・活用コンサルティング】を選択した場合

実施する業務に応じて、業務分類を選
択してください。



78 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

3 登録するＩＴツール情報を入力してください。

役務提供の対象となるソフトウェ
アを選択してください。

選択可能なソフトウェアは、カテゴ
リー１（ソフトウェア）として登録が
完了しているものです。

※情報変更申請中のソフトウェア
は選択できません。

※同一カテゴリーの役務登録で
指定されている場合は選択でき
ません。

実施する業務内容を選択してく
ださい。※複数選択可

価格説明資料の内容と一致して
いることが必要です。一致してい
ない場合、審査差戻しとなりま
す。

※画面イメージ

6－3 大分類Ⅲ 役務の入力画面イメージ（2/3）

※STEP3において、【導入設定・マニュアル作成・導入研修】又は【保守サポート】を選択した場合

STEP 4
※画面イメージ

STEP ５

価格を入力してください。

価格説明資料の内容と一致して
いることが必要です。一致してい
ない場合、審査差戻しとなりま
す。

※各カテゴリー共通



79 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

3 ここまでに入力した内容を確認してください。

STEP 6

※価格の入力については、本手引きの「２．ITツールの
価格の登録」をご覧ください。

※画面イメージ

不備訂正時のみ事務局への連絡手段として「備考欄」が表示されます。本欄にて申請情報の変更やそ

の他問合せ等のご対応は受付できかねますので、ご注意ください。

※画面イメージ

※画面イメージ

STEP ８

6－3 大分類Ⅲ 役務の入力画面イメージ（3/3）

登録申請が完了します。

事務局が指定する価格説明資料を添付してくだ
さい。

※画面イメージ

STEP 7



6－4 大分類Ⅳ ハードウェアの入力画面イメージ（１/３）

80 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

4 登録するＩＴツール情報を入力してください。

各画面において必須項目を入力し、正常に画面遷移ができた場合に、画面遷移前ま
での入力情報が一時保存されます。入力途中の場合、入力情報は保存されませんの
でご留意ください。

STEP 3 ※画面イメージ

STEP ２
※画面イメージ

STEP １

コンソーシアムの場合、

ITツールの入力担当者

を選択してください。

※画面イメージ

【コンソーシアム構成員から選択】を選んだ場合

構成員の登録リストが表示されます。ITツール
登録担当となる構成員を選択してください。
※幹事社画面の例です。

※「×ボタン」が表示されませんが枠外を押下いただくことで前の画
面に戻ることができます。

※画面イメージ

入力補助機能についてはP.64をご覧ください。



81 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

4 登録するＩＴツール情報を入力してください。

※画面イメージ

レジ種類・別売り付属品を選択してくださ
い。

ハードウェアに導入（インストール）するソフ
トウェアのITツールNo、ITツール名を入力
してください。

6－4 大分類Ⅳ ハードウェアの入力画面イメージ（２/３）

STEP 4



82 目次に戻る

4 ここまでに入力した内容を確認してください。

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

STEP 5
※画面イメージ

※価格の入力については、本手引きの「２．ITツール
の価格の登録」をご覧ください。

STEP 6 ※画面イメージ

不備訂正時のみ事務局への連絡手段として「備考欄」が表示されます。本欄にて申請情報の変更やそ

の他問合せ等のご対応は受付できかねますので、ご注意ください。

FINISH
※画面イメージ

STEP ８

6－4 大分類Ⅳ ハードウェアの入力画面イメージ（３/３）

登録申請が完了します。

※画面イメージ
STEP 7



6－5 大分類Ⅴ サイバーセキュリティお助け隊サービスの入力画面イメージ（１/３）

83 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

5 登録するＩＴツール情報を入力してください。

各画面において必須項目を入力し、正常に画面遷移ができた場合に、画面遷移前ま

での入力情報が一時保存されます。入力途中の場合、入力情報は保存されませんの

でご留意ください。

STEP 3
※画面イメージ

STEP ２
※画面イメージ

STEP １

コンソーシアムの場合、

ITツールの入力担当者

を選択してください。

※画面イメージ

【コンソーシアム構成員から選択】を選んだ場合

構成員の登録リストが表示されます。ITツール
登録担当となる構成員を選択してください。
※幹事社画面の例です。

※「×ボタン」が表示されませんが枠外を押下いただくことで前の画
面に戻ることができます。

※画面イメージ

入力補助機能についてはP.64をご覧ください。



84 目次に戻る

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

5 登録するＩＴツール情報を入力してください。

※画面イメージ ※画面イメージ

※価格の入力については、本手引きの「２．ITツールの
価格の登録」をご覧ください。

6－5 大分類Ⅴ サイバーセキュリティお助け隊サービスの入力画面イメージ（２/３）

STEP 4 STEP 5



85 目次に戻る

STEP ６

ＩＴツール登録の手引き

大分類Ⅰ 大分類Ⅲ大分類Ⅱ 大分類Ⅴ大分類Ⅳ

5 ここまでに入力した内容を確認してください。

STEP 6
※画面イメージ

FINISH
※画面イメージ

※画面イメージ
STEP7

不備訂正時のみ事務局への連絡手段として「備考欄」が表示されます。本欄にて申請情報の変更やそ

の他問合せ等のご対応は受付できかねますので、ご注意ください。

STEP ８

6－5 大分類Ⅴ サイバーセキュリティお助け隊サービスの入力画面イメージ（３/３）

登録申請が完了します。



7． お問合せ

ITツール登録の手引き

1. お問合せ先



7. お問合せ

お問合せは下記連絡先までお願いいたします。
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ＩＴツール登録の手引き

サービス等生産性向上IT導入支援事業コールセンター

0570-666-376 050-3133-3272
（通話料がかかります。）

受付時間 ９時３０分 ～ １７時３０分（土曜・日曜・祝日を除く。）

※電話番号はお間違えのないようにお願いいたします。

※電話が混み合う場合があります。

恐れ入りますが、繋がらない場合は、しばらくたってからおかけ直しください。

https://it-shien.smrj.go.jp

IT導入補助金ホームページ

７－１ お問合せ先

IP電話等から
のお問合せ先

https://it-shien.smrj.go.jp/


【改訂履歴】

ＩＴツール登録の手引き
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202５年２月２１日 新規作成

2025年3月2７日 ２－５. サイバーセキュリティお助け隊サービスの入力例の記載を修正

６－１. 入力補助機能について追記

２０２５年5月30日 １－１. ITツール登録における注意点について追記

2－6. 価格説明資料の書式例について追記

２０２５年6月17日 １－８. 大分類Ⅲ カテゴリー７（保守サポート）の具体例を追記

２－５.
サイバーセキュリティお助け隊サービスにおける価格の入力の
流れを追記

6－５. Step５の画面イメージを修正

2025年7月2２日 ６－３. Step４の画面イメージを修正
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